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（4）自殺対策全般に対する課題・提言（自由記載） 

 33 箇所（49.3％）の自治体から記載があった。地域自殺対策緊急強化基金終了後の財源

や評価・効果検証が課題として挙げられた。 

 

 

【市区町村】 

市区町村の回答一覧は資料 4にまとめた。 

（1）各自治体における自殺対策の組織 

 自殺対策を担当する部署は、保健を所管する自治体が 740 箇所（54.2％）と最も多かっ

た。自殺対策担当部署が自殺対策のみを扱っている自治体は、22 箇所（1.6％）のみであっ

た。専任の担当者の人数は 0名が最も多く、852 箇所（62.4％）であった。 

庁内の横断的な自殺対策推進体制を設置している自治体は 254 箇所（18.6％）であった。 

自殺対策連絡協議会は、237 箇所（17.4％）の自治体で設置されていた。 

 

（2）平成 24 年度の自殺対策 

 総合計画・基本計画の中に自殺対策が位置付けられている自治体は、471 箇所（34.5％）

であった。大綱の 9つの重点施策に当てはまる事業については、「こころの健康づくりを進

める」が最も多く 1057 箇所（77.4％）の自治体で実施していた。基金を活用した自殺対策

事業については、自治体による評価を実施した自治体が 769 箇所（56.3％）、事業評価を実

施していない自治体が 326 箇所（23.9％）であり、第 3 者による検証・評価を行っている

自治体は 27 箇所（2.0％）であった。 

 地域自殺対策緊急強化基金以外の財源により実施された事業の総数は 447、総執行額は

386,742.5 千円であった。該当する事業が無いと回答した自治体は 1011 箇所（74.1％）で

あった。事業を実施した 224 箇所の自治体の財源は、地域自殺対策緊急強化基金以外の基

金が29箇所（12.9％）、既存事業の補助金が41箇所（18.3％）、一般財源が163箇所（72.8％）、

その他 35 箇所（15.6％）であった。その他には、現リソースの活用により支出無し等が挙

げられた。 

 

（3）自殺対策全般に対する課題・提言（自由記載） 

 260 箇所（19.0％）の自治体から記載があった。庁内の理解、リソースの不足、地域自殺

対策緊急強化基金終了後の財源等が課題として挙げられた。 

 

 

5. 考 察 

本調査は都道府県・政令指定都市を対象に平成 20 年度以降継続的に実施されてきたが、

本年度調査では初めて政令指定都市以外の市区町村も調査対象とし、自殺対策の取組状況
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ては 90％以上の都道府県・政令指定都市が実施していた一方で、「自殺未遂者の再度の自殺

企図を防ぐ」は約 80％、「自殺の実態を明らかにする」は約 75％の都道府県・政令指定都

市で実施されたにとどまった。 

市区町村においては、「自殺未遂者の再度の自殺企図を防ぐ」「遺された人への支援を充

実する」に取り組んでいる市区町村は全体の 10％以下であった。「こころの健康づくりを進

める」は約 80％、「国民一人ひとりの気づきと見守りを促す」は約 70％、「早期対応の中心

的役割を果たす人材を養成する」は約 50％の市区町村が実施していたが、いわゆる啓発事

業やゲートキーパー研修などの全体的予防介入に該当する事業が中心であると推察され、

選択的予防介入や個別的予防介入に該当する事業に取り組んでいくことが今後の課題であ

ろう。 

 

地域自殺対策緊急強化基金を活用した自殺対策事業については、80％以上の都道府県・

政令指定都市が自己評価を行っているのに対し、第三者評価は約 15％であった。また、事

業評価を実施していない自治体も 10％ほど見られた。 

市区町村においては、半数を超える市区町村で自己評価が実施されていた一方、事業評

価を実施していない市区町村も 20％を超えており、さらには自殺対策事業を実施していな

いと回答した市区町村も約 15％みられた。市区町村によっては、基金による事業の評価は

もとより、事業の実施自体が困難な市区町村も存在すると考えられることから、複数の市

区町村が連携しての自殺対策事業に関する情報提供の強化が望まれる。また、都道府県・

政令指定都市、市区町村を問わず、事業評価の内容については自治体間でかなりの相違が

あると思われ、適切な評価指標の提示とその活用を自治体にはたらきかけていく必要があ

ると考えられる。 

 

平成 24 年度に地域自殺対策緊急強化基金以外の財源により実施された事業が無いと回答

した都道府県・政令指定都市は約 25％であった。なお、24 年度調査においても、23 年度に

約 20％の都道府県・政令指定都市で基金以外の予算による自殺対策事業が実施されていな

かった。事業を実施した都道府県・政令指定都市においても、7割近い都道府県・政令指定

都市で一般財源によって実施されている一方で、地域自殺対策緊急強化基金以外の基金や

既存事業の補助金という回答も多く、とりわけ既存事業の補助金は約 60％の自治体が財源

としていた。 

市区町村については、地域自殺対策緊急強化基金以外の財源により実施された事業が無

いと回答した市区町村は全体の 70％を超えていた。このように、多くの自治体、とりわけ

政令指定都市を除いた市区町村における自殺対策事業の継続は基金に依存している状況が

示唆されることから、財源の安定的確保は今後の継続的な自殺対策の大きな課題であると

言える。 
 
 

- 7 -



8 
 

【都道府県・政令指定都市のみ回答した項目】 
地域自殺予防情報センターを設置している都道府県・政令指定都市の割合は 24 年度から

わずかに上昇し、50％を上回った。その一方で、19 箇所の都道府県・政令指定都市は当面

設置の予定はないと回答した。現行の組織・体制で対応可能であるため設置しない自治体

があると同時に、予算や人員の確保が困難なため設置を見送っている自治体もあるものと

推察される。 

関連部局の自殺対策を含む自殺対策の評価・検証は、約 70％の都道府県・政令指定都市

で実施されていた。その一方で、評価を実施していない都道府県・政令指定都市も全体の

約 4 分の 1 に上っていた。地域自殺対策緊急強化基金による事業に対する評価・検証と同

様、評価の内容については自治体間で相違があると思われ、適切な評価の実施についての

情報提供や研修の充実が望まれる。 
25 年度時点で都道府県・政令指定都市の把握している自殺対策に取組んでいる民間団体

は 694 団体であり、24 年度の 666 団体を上回った。民間団体のうち行政からの補助（委託

等を含む）を受けている団体の割合については 24 年度とほぼ同水準であり、民間団体のう

ち約 60％が行政からの補助を受けていることがうかがわれた。22 年度までの調査と 23 年

度以降の調査で設問内容が異なるため、民間団体数および補助割合の推移の解釈には注意

を要するが、22 年度から 23 年度にかけて自殺対策に関連する民間団体の数および補助割合

がともに大幅に増加しており、24 年度および 25 年度では上述のとおり団体数は 650 を、補

助割合は 60％を超えていた。地域自殺対策緊急強化基金の造成が 22 年度以降自殺対策に取

り組む民間団体への補助の普及、さらには活動団体数の増加を加速させたと考えられる。 

その一方で、民間団体を取り巻くこのような状況は地域自殺対策緊急強化基金の継続を

前提としている部分も大きいと思われる。多くの自治体における自殺対策事業の継続が基

金もしくはそれに代替する財源次第という状況が示唆されたことも合わせて考慮し、今後、

民間団体が長期的に地域に根差した活動を継続するため、実施されている事業の評価と人

材・財源の確保が必要であると考えられた。 

 
6. 結 論 

本年度調査では初めて政令指定都市以外の市区町村も調査対象とし、自殺対策の取組状

況を把握した。今後、市区町村レベルでの自殺対策推進体制の設置、選択的予防介入や個

別的予防介入に該当する事業の充実、適切な事業評価の実施など、都道府県・政令指定都

市および市区町村に対して国からのより一層のはたらきかけが必要なことがうかがえた。

また、民間団体への補助を含めた自治体の自殺対策事業、特に市区町村における自殺対策

事業は地域自殺対策緊急強化基金に拠る部分が大きいため、今後の継続的な自殺対策推進

に向けて、実施されている事業の評価と財源の確保が大きな課題であることが示唆された。 
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【表1】共通項目の集計結果
問1-1　自殺対策を担当する課・室の属する部署の位置付け

選択肢 回答数 ％ 回答数 ％
保健を所管する 15 22.4% 740 54.2%
福祉を所管する 11 16.4% 224 16.4%
保健と福祉の両方を所管する 37 55.2% 369 27.0%
政策の総合調整を所管する 0 0.0% 6 0.4%
その他 4 6.0% 24 1.8%
未回答 0 0.0% 2 0.1%
合計 67 100.0% 1365 100.0%

問1-2　自殺対策のみを扱う部署か

選択肢 回答数 ％ 回答数 ％
はい 3 4.5% 22 1.6%
いいえ 64 95.5% 1341 98.2%
未回答 0 0.0% 2 0.1%
合計 67 100.0% 1365 100.0%

問1-3　担当者の人数

選択肢 回答数 ％ 回答数 ％
０人 8 11.9% 852 62.4%
１人 30 44.8% 325 23.8%
２人 13 19.4% 85 6.2%
３人 6 9.0% 23 1.7%
４人 5 7.5% 15 1.1%
５人 4 6.0% 3 0.2%
６人 1 1.5% 4 0.3%
７人 0 0.0% 2 0.1%
８人 0 0.0% 2 0.1%
９人 0 0.0% 1 0.1%
１０人以上 0 0.0% 1 0.1%
未回答 0 0.0% 27 2.0%
不詳 0 0.0% 25 1.8%
合計 67 100.0% 1365 100.0%

問1-4　庁内の横断的な自殺対策推進体制の有無

選択肢 回答数 ％ 回答数 ％
はい 50 74.6% 254 18.6%
いいえ 17 25.4% 1101 80.7%
未回答 0 0.0% 9 0.7%
不詳 0 0.0% 1 0.1%
合計 67 100.0% 1365 100.0%

問1-5　自殺対策連絡協議会の設置の有無

選択肢 回答数 ％ 回答数 ％
はい 65 97.0% 237 17.4%
いいえ 2 3.0% 1107 81.1%
未回答 0 0.0% 15 1.1%
不詳 0 0.0% 6 0.4%
合計 67 100.0% 1365 100.0%

都道府県・政令指定都市 市区町村

都道府県・政令指定都市 市区町村

都道府県・政令指定都市 市区町村

都道府県・政令指定都市 市区町村

都道府県・政令指定都市 市区町村
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問2-1　総合計画・基本計画内の自殺対策の位置付け

選択肢 回答数 ％ 回答数 ％
はい 65 97.0% 471 34.5%
いいえ 2 3.0% 860 63.0%
未回答 0 0.0% 33 2.4%
不詳 0 0.0% 1 0.1%
合計 67 100.0% 1365 100.0%

問2-2　実施した大綱の施策 （n=67） （n=1365）

選択肢 回答数 ％ 回答数 ％
自殺の実態を明らかにする 50 74.6% 324 23.7%
国民一人ひとりの気づきと見守りを促す 67 100.0% 905 66.3%
早期対応の中心的役割を果たす人材を養成する 67 100.0% 699 51.2%
こころの健康づくりを進める 66 98.5% 1057 77.4%
適切な精神科医療を受けられるようにする 61 91.0% 358 26.2%
社会的な取組で自殺を防ぐ 62 92.5% 267 19.6%
自殺未遂者の再度の自殺企図を防ぐ 54 80.6% 92 6.7%
遺された人への支援を充実する 65 97.0% 101 7.4%
民間団体との連携を強化する 64 95.5% 235 17.2%
なし 0 0.0% 113 8.3%
未回答 0 0.0% 1 0.1%

問2-3　基金による事業における検証・評価の実施 （n=67） （n=1365）

選択肢 回答数 ％ 回答数 ％
自治体による自己評価 56 83.6% 769 56.3%
第3者による検証・評価 10 14.9% 27 2.0%
事業評価は実施していない 8 11.9% 326 23.9%
自殺対策事業を実施していない 0 0.0% 221 16.2%
未回答 0 0.0% 35 2.6%
不詳 0 0.0% 1 0.1%

問2-4（1）　基金以外の財源による事業数

選択肢 回答数 ％ 回答数 ％
０事業 16 23.9% 1011 74.1%
１事業 11 16.4% 133 9.7%
２事業 7 10.4% 45 3.3%
３事業 5 7.5% 15 1.1%
４事業 8 11.9% 10 0.7%
５事業 5 7.5% 8 0.6%
６事業 2 3.0% 7 0.5%
７事業 0 0.0% 1 0.1%
８事業 1 1.5% 2 0.1%
９事業 1 1.5% 1 0.1%
１０事業以上 10 14.9% 2 0.1%
未回答 1 1.5% 129 9.5%
不詳 0 0.0% 1 0.1%
合計 67 100.0% 1365 100.0%

問2-4（3）　財源の種類 （n=51） （n=224）

選択肢 回答数 ％ 回答数 ％
地域自殺対策緊急強化基金以外の基金 10 19.6% 29 12.9%
既存事業の補助金 31 60.8% 41 18.3%
一般財源（市区町村単独事業） 34 66.7% 163 72.8%
その他 4 7.8% 35 15.6%
未回答 0 0.0% 6 2.7%

都道府県・政令指定都市 市区町村

都道府県・政令指定都市 市区町村

都道府県・政令指定都市 市区町村

都道府県・政令指定都市 市区町村

都道府県・政令指定都市 市区町村
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北海道 北海道医師会 うつ病医療体制強化の取組 ○ ○
北海道 北海道精神科病院協会 うつ病医療体制強化の取組 ○ ○
北海道 北海道精神保健協会 講演会等普及啓発活動 ○ ○
北海道 アルネット うつ・依存症・自殺に関する普及啓発活動 ○ ○
北海道 北海道いのちの電話 いのちの電話相談員養成研修 ○ ○
北海道 旭川いのちの電話 いのちの電話相談員養成研修 ○ ○

北海道
北海道家庭生活総合カウンセリン
グセンター

ゲートキーパー研修の実施 ○ ○

北海道
日本産業カウンセラー協会北海道
支部

ゲートキーパー研修の実施 ○ ○

北海道 ボラナビ倶楽部 死別等独身者の孤立化防止の取組 ○ ○

北海道 社団法人北海道断酒会連合会
「アルコール関連問題と自殺」に係るシンポ
ジウム開催

○ ○

青森県 NPO法人あおもりいのちの電話

研修により養成された電話相談員による電
話相談
月1回県民を対象としたフリーダイヤル電話
相談を実施

○ ○

青森県 青森県弁護士会 弁護士による法律相談 ○ ○
青森県 青森県司法書士会 司法書士による法律相談 ○ ○

青森県 青森県医師会
ゲートキーパーの育成
自殺未遂者支援対応力向上事業

○ ○

青森県 青森県歯科医師会 ゲートキーパーの育成 ○ ○
青森県 青森県薬剤師会 ゲートキーパーの育成 ○ ○
青森県 青森県介護支援専門員協会 ゲートキーパーの育成 ○ ○
青森県 弘前劇場 朗読劇等による自殺予防の普及啓発 ○ ○
青森県 青森県自殺対策検証研究会 自殺対策事業の有効性について検証 ○ ○

青森県
青森県精神保健福祉ボランティア
連絡協議会

自殺対策に係わる民間団体の連携強化と人
材の育成

○ ○

青森県
NPO法人レジオン・ラボール（人間
塾）

心の健康問題に関連する研修会の開催 ○ ○

青森県 青森多重債務被害等をなくす会 弁護士、司法書士等による多重債務者支援 ○

青森県 NPO法人ほほえみの会
精神保健福祉ボランティアによる障害者施
設でのボランティア、傾聴サロンの実施

○

青森県 こころの広場「ルピナスの会」 傾聴サロンの開設 ○

岩手県 学校法人岩手医科大学 自殺対策のモデル開発とコーディネート ○ ○

岩手県
公益財団法人岩手県予防医学協
会

事務所職員・地域住民を対象としたメンタル
ヘルスチェック

○ ○

岩手県 公益社団法人岩手県看護協会
被災者及び看護従事者に対するこころのケ
ア

○ ○

岩手県 社団法人岩手県薬剤師会
ゲートキーパー養成研修、薬局等における
啓発活動

○ ○

岩手県 岩手県臨床心理士会
仮設住宅におけるリラクセーション活動、個
別相談

○ ○

岩手県
財団法人岩手県長寿社会振興財
団

高齢者や家族からの相談（高齢者総合相談
センター（シルバー110番））

○

岩手県 岩手弁護士会 法律、多重債務等相談 ○
岩手県 岩手県司法書士会 法律、多重債務等相談 ○
岩手県 岩手産業保健推進センター メンタルヘルス相談 ○
岩手県 商工会・商工会議所 企業の経営相談 ○
岩手県 りんどうの会 自死遺族の自助活動 ○
岩手県 ひだまりの会 子どもを亡くした親の自助支援 ○ ○

岩手県
NPO法人いわてソーシャルサポー
トセンター

自死遺族の心理的支援、自死遺族サロンの
開催、PTSDやうつ病の早期発見と支援

○ ○

岩手県 岩手県断酒連合会 酒害者の自助活動 ○ ○
岩手県 社会福祉法人盛岡いのちの電話 電話相談、インターネット相談 ○ ○

岩手県 消費者信用生活協同組合
中小自営業者等を対象とした相談会、経済
生活問題の対面・電話相談

○ ○

岩手県 NPO法人岩手自殺防止センター 電話相談 ○ ○
岩手県 NPO法人楽らく 電話相談 ○ ○

岩手県
NPO法人いわて生活者サポートセ
ンター

ギャンブル依存症を抱えている方に対する
カウンセリング
くらしや仕事など生活に関する相談支援（こ
れからのくらし仕事支援室）

○ ○

岩手県
ボランティアグループ「ここからの
会」

対面相談（久慈市こころとからだの相談セン
ター）、被災地でのサロン運営

○

岩手県 NPO法人遠野まごころネット 対面・電話相談、アウトリーチ支援 ○ ○

都道府県・市
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岩手県 傾聴ボランティア「やまびこの会」
高齢者ふれあいサロン・デイサービス参加者
の集団傾聴活動、紙芝居・寸劇等による啓
発活動

○

岩手県
自殺予防活動地域サポーター「み
んなの話」

学習会の実施、普及啓発活動 ○

岩手県
岩手県傾聴ボランティア「おひさ
ま」

健康いきいきサロン、介護施設での傾聴活
動

○

岩手県 こころサポーターTAKIZAWA
各種イベント・教室等でのうつ・自殺予防の
普及啓発活動

○

岩手県
自殺対策ボランティア　はぁとをと
どけ隊

県の自殺対策事業のサポート ○

岩手県 傾聴ボランティア「糸でんわ」
独居高齢者ホームヘルパーとの同行訪問に
よる傾聴活動

○

岩手県 傾聴ボランティア「ひなたぼっこ」 サロン等の運営、家庭訪問の実施 ○

岩手県
傾聴ボランティア「かだってみっぺ
し隊」

被災者を対象とした語り合いの会の開催 ○

岩手県
気仙沼地域傾聴ボランティア「こも
れびの会」

カウンセリングルームの運営 ○ ○

岩手県
釜石地域傾聴ボランティア「はな
みずき」

傾聴ルームの運営 ○ ○

岩手県
岩手高齢者大学釜石校同窓会
生きがい人形劇　どっこいしょK

うつ予防に係る人形劇を通じた心の健康づ
くり

○ ○

岩手県
宮古地域傾聴ボランティア・支え
愛

被災地仮設住宅集会所等におけるサロン運
営

○ ○

岩手県 いわいずみげんき隊
被災地仮設住宅集会所等におけるサロン運
営

○

岩手県
二戸地域傾聴ボランティア「ほほ
えみ笑・笑・笑」

各地域（市町村）単位での傾聴活動 ○

岩手県 NPO法人サロン「たぐきり」 傾聴サロンの運営 ○ ○

岩手県
久慈地域傾聴ボランティア「ここ
ろ」

在宅・福祉施設での傾聴活動、市町村事業
への協力

○

岩手県
心の病とともに生きる仲間達連合
会キララ

ピアカウンセリング ○

宮城県 社会福祉法人仙台いのちの電話
24時間対応の電話相談、インターネット相
談、相談員の人材養成、被災者支援サロン
開催（ほっとカフェ・ささえあいの会）

○ ○

宮城県 みやぎ青葉の会
多重債務者や生活困窮者を対象とした面接
相談・電話相談と伴走的支援

○ ○

宮城県 仙台グリーフケア研究会
医療従事者のための自殺未遂者対応研修
開催、遺族のわかちあいの会・遺児ケアプロ
グラム開催、ファシリテーターの人材養成

○ ○

宮城県 仙台わかちあいの集い藍の会

24時間対応の心の電話相談、被災者支援
サロン開催、自殺問題を解決するための人
材養成、自死遺族・震災遺族のわかちあい
の会・つなみで子供を亡くした父母の会開
催

○ ○

宮城県 NPO法人ワンファミリー仙台
臨床心理士・精神保健福祉士による対面相
談、弁護士・司法書士による法律相談、専門
家による生活支援員の人材養成

○ ○

宮城県 宮城県司法書士会
司法書士相談センター（県内7か所）での対
面相談

○ ○

宮城県 NPO法人アナザーライフ
事業再建に関する電話相談、自殺を考えて
いる人への一時避難所（シェルター）の提供

○ ○

宮城県 仙台傾聴の会
心の電話相談、心のケアや傾聴に関する人
材養成、仮設住宅集会所でサロン開催

○ ○

宮城県 NPO法人ロージーベル 相談員による心の電話相談 ○ ○
宮城県 みやぎ経営破綻防止ネットワーク 経営や事業再建に関する対面相談 ○ ○
宮城県 宮城県臨床心理士会 臨床心理士による心の電話相談 ○ ○

宮城県 仙台弁護士会
震災後の自殺対策シンポジウムを通した人
材育成

○ ○

秋田県 NPO法人秋田いのちの電話 電話相談、相談員養成 ○ ○
秋田県 NPO法人蜘蛛の糸 中小企業経営者と家族の相談支援 ○ ○
秋田県 秋田・こころのネットワーク 専門家同席による総合相談会開催 ○ ○

秋田県 NPO法人秋田県心の健康福祉会 ピアサポーターによる相談支援 ○ ○

秋田県 性と人権ネットワークESTO 性的少数者の相談支援 ○ ○
秋田県 （社）日本産業カウンセラー協会 対面相談、相談員養成 ○ ○
秋田県 心といのちを考える会 サロン活動、講演会開催 ○ ○

秋田県 国立大学法人秋田大学
ボランティアフォローアップ研修、自殺予防
対策実務者研修

○ ○

- 41 -



保
健
医
療
福
祉
関
係

教
育
関
係

法
律
関
係

職
域
関
係

左
記
以
外
の
職
能
団
体

自
助
グ
ル
ー

プ
又
は
支
援
団
体

（
遺
族
支
援

）

自
助
グ
ル
ー

プ
又
は
支
援
団
体

（
遺
族
支
援
以
外

）

民
間
相
談
機
関

そ
の
他

不
明

都道府県・市

3-2.
自殺対策に取り組んでいる民間団体

名称 取組の概要

活動領域 補
助
ま
た
は
委
託
の
有
無

秋田県
秋田クレジット・サラ金・悪徳商法
被害をなくす会

多重債務者相談支援 ○ ○

秋田県 （株）秋田魁新報社 自殺予防フォーラム開催 ○ ○

秋田県
秋田ふきのとう県民運動実行委員
会

県民運動大会開催 ○ ○

秋田県 秋田グリーフケア研究会 遺族の分かち合いの会 ○ ○
秋田県 秋田県医師会 うつ病医療体制の強化 ○ ○

山形県 山形県看護協会
対面相談支援、看護師等に対する自殺予
防研修

○ ○

山形県 山形いのちの電話 電話相談支援 ○ ○
山形県 山形県断酒連合会 アルコール依存者支援 ○ ○

山形県 山形さくらんぼの会
多重債務者等に対する対面相談支援及び
電話相談支援

○ ○

山形県 青い会 自死遺族支援 ○ ○
山形県 山形県臨床心理士会 うつ病に関する研修 ○ ○
山形県 ぼらんたす 障がい及び自殺予防に関する普及啓発 ○ ○
山形県 こんぺいとう 自殺予防普及啓発 ○
福島県 いわきグリーフケア協会 自死遺族支援 ○ ○
福島県 福島いのちの電話 電話による相談の実施･講演会の開催 ○ ○

福島県
精神保健福祉ボランティアサーク
ルハービス

精神保健福祉に関する活動を実施してい
る。自殺に関する啓発活動等。

○ ○

福島県
ふくしま自死遺族の会木もれ陽R
×2

自死遺族支援 ○ ○

福島県
ＮＰＯ法人精神疾患死後脳・ＤＮ
Ａバンク運営委員会

精神疾患を患った方からの電話・メールによ
る相談の実施。講演会の開催。

○

福島県 福島県弁護士会 会員にゲートキーパー研修会の開催 ○
福島県 福島県司法書士会 会員にゲートキーパー研修会の開催 ○
福島県 福島県精神科病院協会 自殺対策連絡会議に出席等 ○
福島県 社団法人福島県医師会 自殺対策連絡会議に出席等 ○
福島県 福島県病院協会 自殺対策連絡会議に出席等 ○

茨城県
社団法人
いはらき思春期保健協会

①思春期に関わる指導者への自殺防止（予
防）研修並びに企画委員会
②ヤングボランティアによる若者の自殺を予
防するための啓発活動（企画研修）

○ ○

茨城県
「さざれの集い」茨城わかちあいの
会

自死遺族の理解のための普及啓発活動及
び「わかちあいの会」(自死遺族の会）の開催
事業

○ ○

茨城県
公益社団法人
認知症の人と家族の会茨城県支
部

認知症の人を看る家族介護者を対象とした
電話相談事業（介護者のうつの予防・改善
による自殺予防）

○ ○

茨城県
公益社団法人
茨城県看護協会

看護職への自殺予防啓発事業 ○ ○

茨城県
公益社団法人
茨城県栄養士会

①心とからだの健康づくりキャンペーン事業
②自殺防止対策モデル事業研修会

○ ○

茨城県
NPO法人
いばらき子どもの虐待防止ネット
ワークあい

オレンジライン，オレンジサロン事業（子育て
に不安のある方や子どもの頃に虐待を受
け，トラウマを抱えている方を対象にした電
話相談，居場所の提供）

○ ○

茨城県
社団法人
日本助産師会茨城県支部

①助産師なんでも電話相談
②ふれあいティータイムの開催

○ ○

茨城県 茨城県産婦人科医会
①「産後うつ・更年期うつ」リーフレット作成
②女性のための健康メール相談

○ ○

茨城県
NPO法人
まちなか交友館まどか

認知症高齢者の家族介護者に対するこころ
の健康支援事業

○ ○

茨城県
社団法人
日本産業カウンセラー協会東関東
支部

茨城無料カウンセリング（労働者やその家族
を対象とした無料カウンセリングを実施し、メ
ンタル不調による自殺を予防する。）

○ ○

茨城県
NPO法人
SMSC

①自殺予防啓発事業
②メンタルサポート相談事業

○

茨城県
社会福祉法人
茨城いのちの電話

いのちの電話相談 ○ ○

茨城県 茨城県精神保健協会
①いばらきこころのホットライン事業
②いばらきこころといのちのネットワーク事業
③自殺対策シンポジウム

○ ○

茨城県 茨城県理容生活衛生同業組合 かみとこころのゲートキーパー研修 ○
栃木県 栃木県医師会 ゲートキーパー養成研修 ○ ○
栃木県 栃木県弁護士会 多重債務相談窓口の設置 ○
栃木県 栃木県司法書士会 多重債務相談窓口の設置 ○
栃木県 栃木いのちの電話 電話相談 ○ ○
栃木県 わかちあいの会　こもれび 自死遺族による話し合い ○
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栃木県 オレンジいろの会 自死遺族による話し合い ○ ○
栃木県 ひなたぼっこ 自死遺族による話し合い ○

群馬県 群馬県看護協会
看護職員向けのゲートキーパー養成講座、
メンタルヘルス研修

○ ○

群馬県 群馬県作業療法士会
うつ病患者支援の研修、ゲートキーパー研
修、認知行動療法研修

○ ○

群馬県 群馬県臨床心理士会 Ｈ23年度にうつ病患者支援の研修 ○ ○

群馬県 群馬県薬剤師会
薬剤師のためのゲートキーパー養成研修、
啓発活動ほか

○ ○

群馬県 群馬県精神保健福祉士会 Ｈ23年度にうつ病患者支援の研修ほか ○

群馬県
日本産業カウンセラー協会上信越
支部

Ｈ23年度にうつ病の理解と治療に関する研
修

○

群馬県 日本精神科看護協会群馬県支部 うつ病等に関する研修 ○ ○

群馬県 群馬司法書士会 面接相談、未遂者支援の検討、啓発ほか ○ ○
群馬県 群馬弁護士会 面接相談（イベント同日開催） ○
群馬県 ＮＰＯ法人こころの応援団 出張個別相談 ○ ○

群馬県
ＮＰＯ法人メンタルヘルスネット
ワーク

精神科医療機関マップの作成等による啓発 ○

群馬県 ＮＰＯ法人桐生ひまわりの会 多重債務者支援 ○
群馬県 前橋ケヤキの会 多重債務者支援 ○
群馬県 連合群馬 面接及び電話による相談 ○ ○
群馬県 群馬いのちの電話 電話相談 ○ ○
群馬県 ＮＰＯ法人ほほえみの会 面接及び電話による相談 ○

群馬県 ＮＰＯ法人夢未来21
ｅ-ラーニングによる中小企業の経営者、従
業員向けのメンタルヘルス研修

○ ○

群馬県
群馬県精神障害者社会復帰協議
会

自殺予防講演会、自殺予防映画上映会、自
殺予防シンポジウム

○ ○

埼玉県 社団法人埼玉県医師会
本県の自殺対策事業を受託している他、自
殺対策の委員会を設置し、医療的観点から
対策に取り組む。

○ ○

埼玉県 社会福祉法人埼玉いのちの電話
電話を通じて悩みをもつ方に援助や励まし
を行う相談機関。傾聴により相談者の問題
の整理・解決を図る。

○ ○

埼玉県 NPO法人さいたまチャイルドライン
電話を通じ子供達に援助や励ましを行う相
談機関。傾聴により相談者の問題の整理・
解決を図る。

○ ○

埼玉県 夜明けの会
多重債務者の支援団体。本県の自殺対策
事業も受託している。

○ ○ ○

埼玉県 社団法人埼玉県断酒新生会 アルコール依存症者の支援団体。 ○ ○ ○
埼玉県 NPO法人埼玉ダルク 薬物依存症者の支援団体。 ○ ○ ○
埼玉県 自死遺族支援団体ひまわりの会 自死遺族の支援団体。 ○ ○ ○
埼玉県 NPO法人埼玉マック アルコール依存症者の支援団体 ○ ○ ○

千葉県 千葉県弁護士会
多重債務をかかえた方への相談支援、支援
のための人材養成

○ ○

千葉県 千葉司法書士会
多重債務をかかえた方への相談支援、支援
のための人材養成

○ ○

千葉県 千葉県精神神経科診療所協会 精神科医療啓発 ○ ○
千葉県 千葉県看護協会 電話相談 ○ ○

千葉県 社会福祉法人千葉いのちの電話
電話相談、対面相談、公開講演会、自死遺
族支援

○ ○

千葉県 NPO法人ザフト うつ病患者・家族の会の開催、公開講演会 ○ ○
千葉県 NPO自殺防止ネットワーク風 対面相談、電話相談、シンポジウム ○ ○
千葉県 NPOぬくもりほっとらいん 電話相談、人材養成 ○ ○
千葉県 日本産業カウンセラー協会 対面相談、電話相談 ○ ○

千葉県 千葉大学院医学研究院
認知行動療法による人材育成及び相談事
業

○ ○

東京都 一般社団法人たったひとつの命 命の大切さを広く普及する朗読会を実施。 ○ ○

東京都
一般社団法人日本臨床心理士協
会

自殺防止対策として一般電話相談・自死遺
族電話相談等を実施。

○ ○

東京都
いのちリスペクト　ホワイトリボン
キャンペーン

自殺のハイリスク集団である性的マイノリティ
の若者に焦点を当てたシンポジウムや集会
の開催。

○ ○

東京都 学校法人日本医科大学

高度救命救急センター及び精神神経科病
棟において運ばれてきた、自殺未遂者に対
して精神科的治療介入と再自殺防止の取組
を行う。

○ ○

東京都 社会福祉法人巣立ちの会
うつ病者への個別支援及びリワーク支援、
家族支援等の事業を実施。

○ ○
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東京都 太陽の会
電話相談事業、包括支援窓口の充実、青
木ヶ原等から生還された方の一時保護等の
活動を実施

○ ○

東京都 第二東京弁護士会
法律相談（電話相談・面談相談）の実施。多
重債務・労働・生活の問題等の相談窓口を
紹介するリーフレットを作成

○ ○

東京都 つながる総合相談ネットワーク

「いのち・すまい・くらし・しごと」などの分野で
市民が抱えるトラブルを、司法書士や弁護
士、福祉や医療、労働など様々な分野の専
門家が連携しながら、ワンストップで相談者
の悩みに応える無料相談会を実施。

○ ○

東京都 東京司法書士会
自殺防止のための面談相談会・電話相談の
実施、出前講座の実施。

○ ○

東京都
特定非営利活動法人自殺対策支
援センターライフリンク

自殺対策の基盤づくり、自殺の実態解明、
自殺対策モデルづくり、社会への啓発と自
殺対策に関する様々な取組を行う。

○ ○

東京都
特定非営利活動法人全国自死遺
族総合支援センター

全国各地での自死遺族の集いや、わかちあ
いの会の運営を行う。また、遺族支援を行う
人を対象とする人材研修も行う。

○ ○

東京都 特定非営利活動法人ぷしけ
遺族の集いやわかちあいの会の運営を行
う。また、遺族支援を行う人を対象とする人
材研修も行う。

○ ○

東京都
特定非営利活動法人BONDプロ
ジェクト

10代から20代の女性を対象とした「支援一
体型の自殺念慮調査」を実施。

○ ○

東京都
特定非営利活動法人メンタルケア
協議会

医療機関や医療・福祉関連施設に対して、
情報の提供・研修・コンサルティング、相互
連携の促進などの支援活動を行う。

○ ○

東京都
認定特定非営利活動法人グリー
フケア・サポートプラザ

電話相談、分かち合いの会の運営、グリーフ
ケアに関する相談、教育啓発のための小講
演会、電話相談や分かち合いの会のスタッ
フの養成の研修会を実施。

○ ○

東京都
認定特定非営利活動法人東京多
摩いのちの電話

生きづらさを抱える方の電話相談を実施。 ○ ○

東京都 ホームレス総合相談ネットワーク
ホームレス施設での法律相談や、路上にて
法律相談を実施。

○ ○

神奈川県 横浜市立大学
かながわ自殺対策会議構成機関
ゲートキーパー養成研修を実施。

○

神奈川県 横浜弁護士会

かながわ自殺対策会議構成機関
包括支援相談会の開催、ゲートキーパー養
成研修の開催、自死遺族の電話相談の実
施。

○ ○

神奈川県 神奈川県司法書士会
かながわ自殺対策会議構成機関
包括支援相談会の開催、ゲートキーパー養
成研修の開催。

○ ○

神奈川県 神奈川新聞社 かながわ自殺対策会議構成機関 ○

神奈川県 神奈川県医師会

かながわ自殺対策会議構成機関
かかりつけ医うつ病対応力向上研修を開催
し、うつ病に対する知識・技能の向上を図っ
ている。

○ ○

神奈川県 神奈川県精神科病院協会

かながわ自殺対策会議構成機関
かかりつけ医うつ病対応力向上研修の研修
内容の検討やかかりつけ医との連携を図っ
ている。
精神科医等の医療関係者を対象に「うつ病
と自殺予防」をテーマとして講演会を開催。

○

神奈川県
神奈川県精神・神経科
診療所協会

かながわ自殺対策会議構成機関
かかりつけ医うつ病対応力向上研修の研修
内容の検討やかかりつけ医との連携を図っ
ている。

○

神奈川県 神奈川県経営者協会 かながわ自殺対策会議構成機関 ○

神奈川県
日本労働組合総連合会
神奈川県連合会

かながわ自殺対策会議構成機関 ○

神奈川県 神奈川産業保健推進センター
かながわ自殺対策会議構成機関
かかりつけ医うつ病対応力向上研修の研修
内容を検討。

○

神奈川県 神奈川県社会福祉協議会 かながわ自殺対策会議構成機関 ○

神奈川県 神奈川県老人クラブ連合会
かながわ自殺対策会議構成機関
健康づくり実践教室の中で、こころの健康づ
くりと傾聴について講演を開催。

○
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神奈川県 私立中学・高等学校協会
かながわ自殺対策会議構成機関
教職員向けに自殺対策に関する研修の開
催。

○

神奈川県 かながわ女性会議

かながわ自殺対策会議構成機関
過労死や自殺についての展示や署名活動
を実施。
就活うつと自殺予防についての講座を開
催。

○

神奈川県 横浜いのちの電話

かながわ自殺対策会議構成機関
電話相談・FAX相談事業の実施。
自殺対策に関する講演会、普及啓発活動の
実施。

○ ○

神奈川県
全国自死遺族
総合支援センター

かながわ自殺対策会議構成機関
自治体が実施する自死遺族の集いへのファ
シリテーターとして運営の支援。
ＤＶＤ映写会とワークショップの開催。

○ ○

神奈川県 神奈川県看護協会 ゲートキーパー養成研修の実施。 ○ ○
神奈川県 神奈川県社会福祉士会 ゲートキーパー養成研修の実施。 ○ ○

神奈川県
神奈川県
精神保健福祉士協会

ゲートキーパー養成研修の実施。 ○ ○

神奈川県 川崎いのちの電話
電話相談・FAX相談事業の実施。
自殺対策に関する講演会、普及啓発活動の
実施。

○ ○

神奈川県
神奈川県立病院機構
神奈川県立精神医療センター

ゲートキーパー養成研修の実施。 ○ ○

神奈川県
神奈川県
臨床心理士会

ゲートキーパー養成研修の実施。 ○ ○

神奈川県
神奈川県
薬剤師会

ゲートキーパー養成研修の実施。 ○ ○

神奈川県 大和生と死を考える会 自死遺族の相談支援。 ○ ○

新潟県
特定非営利活動法人新潟NPO協
会

市民のための市民による勉強会と映画上映
会（県内4ヵ所での上映会とトークショー）
印刷物とウェブサイトを活用した情報受発信
事業

○ ○

新潟県
一般社団法人新潟県労働者福祉
協議会

講演会及びシンポジウムで気づきの提案、
事後に結びつけられる相談事業の幅広い官
民連携によるサポートシステムの基盤づくり

○ ○

新潟県 新潟県弁護士会

関係機関と連携しての総合相談会の実施
弁護士の資質向上を目的とした生活保護、
福祉、医療等の分野の研修開催
各種相談窓口の周知のためのグッズ、パン
フレットの作成
関係機関を参集した連続勉強会の実施

○ ○

新潟県 新潟いのちの電話

三味線奏者親子（うつ病体験者）による演奏
と及川紀久雄教授のトークによる講演会の
開催
いのちの電話のホームページ作成

○ ○

新潟県 新潟県薬剤師会

ゲートキーパー養成研修会「アルコールとう
つと自殺」
ワークショップ形式のゲートキーパー指導員
養成研修会

○ ○

新潟県 新潟市薬剤師会
薬剤師向けのゲートキーパー養成の地区研
修会の開催

○ ○

新潟県 特定非営利活動法人新潟マック

アルコール関連問題の理解と対応を推進す
る事業（一般市民を対象とした普及啓発の
講演会、支援関係機関の職員を対象とした
研修会、報告書の作成）

○ ○

新潟県
特定非営利活動法人おぢや元気
プロジェクト

気軽に話せる居場所「心の駅」の開設、コ
ミュニケーションツールとしての「心の駅の
傘」の設置、9月の自殺対策推進月間にあ
わせた重点的な啓発活動の展開

○ ○

新潟県 新潟県理容生活衛生同業組合
ゲートキーパー養成研修会及びゲートキー
パー指導員（専門講師）養成研修会

○ ○

新潟県
特定非営利活動法人Hop step げ
んき！

村民を対象とした講演会の開催、ステッ
カー・バッチの作成と配布

○ ○

新潟県 三条東ロータリークラブ
「命を守る」自殺撲滅対策普及啓発講演会
（自死遺族のゴスペル歌手）

○ ○

新潟県
特定非営利活動法人NPOさんじょ
う

ゲートキーパー養成講座 ○ ○
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新潟県 特定非営利活動法人ほほえみ
みまもりの里創生事業（「みまもりの里」表示
看板の設置と「オリジナルカレンダー」の作
成、配布

○ ○

新潟県
特定非営利活動法人ぐりーんバス
ケット

傾聴ボランティアによる訪問相談事業
傾聴ボランティア養成事業

○ ○

新潟県
新潟県精神障害者社会復帰施設
協議会

研修会の開催 ○ ○

新潟県 新潟県老人クラブ連合会
研修会等で、自殺対策のＰＲや、地域の中
で老人クラブの果たす役割について考える
場を設ける

○

新潟県 新潟県臨床心理士会
多重債務者相談会でこころの健康相談委託
こころの電話相談を実施

○ ○

新潟県 新潟県精神科看護技術協会
ハローワークにおける求職者へのこころと身
体の健康相談会委託

○ ○

新潟県 日本司法支援センター 電話による情報提供（平日9時～17時） ○

新潟県 新潟県司法書士会

多重債務ホットライン
司法書士会総合相談センターでの面接・
電話相談
全国一斉成年後見相談会の開催

○

新潟県
日本産業カウンセラー協会上信越
支部新潟事務所

自殺予防ダイヤル「働く人の電話相談室」
（平成24年9月10日～9月12日）
電話相談研修、市民講座、産業カウンセ
ラー養成講座など

○

新潟県 新潟県商工会連合会 無料法律相談を年間240回開催 ○

富山県 富山大学
大学内におけるﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽｻﾎﾟｰﾄ、自殺未遂
者調査

○ ○

富山県 公益社団法人富山県医師会 かかりつけ医への研修 ○ ○

富山県 富山県精神科医会
医療関係者への研修
自殺対策包括支援相談会への協力

○ ○

富山県 富山県精神保健福祉士協会
医療関係者への研修
自殺対策包括支援相談会への協力

○ ○

富山県
日本精神科看護技術協会富山県
支部

医療関係者への研修 ○ ○

富山県 富山県臨床心理士会
医療関係者への研修、研修講師派遣、自殺
対策包括支援相談会への協力

○ ○

富山県
公益社団法人法人富山県薬剤師
会

医療関係者への研修 ○ ○

富山県 公益社団法人富山県看護協会 医療関係者への研修 ○ ○

富山県
一般社団法人富山県作業療法士
会

医療関係者への研修 ○ ○

富山県
一般社団法人富山県理学療法士
会

医療関係者への研修 ○ ○

富山県
一般社団法人富山県社会福祉士
会

医療関係者への研修 ○ ○

富山県
一般社団法人富山県介護福祉士
会

医療関係者への研修 ○ ○

富山県 富山県介護支援専門員協会 医療関係者への研修 ○ ○
富山県 富山県弁護士会 自殺対策包括支援相談会への協力 ○
富山県 富山県司法書士会 自殺対策包括支援相談会への協力 ○

富山県 とやまcocolo会
自殺予防に資する地域の身近なゲートキー
パーの養成と、専門的な相談対応ができる
人材の養成

○ ○

富山県
NPO法人富山カウンセリングセン
ター

夜間電話相談「ユアズパレット（Yours
Pallet）」の実施と相談員の養成

○ ○

富山県 富山ダルク
薬物・アルコール依存による自殺を防ぐため
の電話相談の実施等

○ ○

富山県
グループ女綱(なづな)～ストップＤ
Ｖとやま～

ＤＶ被害者がうつ状態に陥り、自殺念慮が高
まるという状況に対応するため、平日夜間
（週1回）の電話相談を実施

○ ○

富山県
自死遺族死別の体験分かち合い
「風の道(富山)」

自死遺族支援、自死遺族への社会的偏見
をなくすための啓発、スタッフ養成を実施

○ ○

富山県 富山・生と死を考える会
電話相談、自死などによる遺児のグリーフケ
アの実施、男性独居者への料理教室、移動
分かち合いの場等の提供

○ ○

富山県 心の広場とやま
当事者・経験者が主催する うつ（気分障害）
ﾊｰﾄｹｱﾐｰﾃｨﾝｸﾞや、うつ・自殺の電話・メー
ル相談

○ ○

富山県 日本ピア・カウンセラー協会
ピア（仲間）によるピア・カウンセリングの実
施。ピア・カウンセリングの活動啓発、ピア・
カウンセラーの継続的研修の実施

○ ○
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富山県 じぶん塾
メールによる無料相談や出張相談の実施。
相談員養成、活動の広報等

○ ○

富山県 はなさく和み会
現在うつ病に悩んでいる人、また家族にうつ
病患者がいる人の憩い、癒し、交流の場で
ある「なごみちゃや」の運営

○ ○

富山県 虹ノ音
うつ病やひきこもりの本人や家族への傾聴を
主に、音楽鑑賞と音楽的療法を契機にした
学業・社会・生活復帰の支援

○ ○

富山県 とやま「絆・友の会」
事業経営・借金や人とのつきあいで悩んで
いる方の電話相談・面接相談の実施

○ ○

富山県
ストップ性暴力ネットワーク富山
Let's Voice

性暴力被害者への電話相談など心のケアを
実施するとともに、性暴力根絶や被害者へ
の社会的偏見をなくす啓発活動を実施

○ ○

富山県
財団法人メンタルケア協会富山事
務所

精神対話士による心のケアの相談支援、相
談会、講演会、研修会の開催

○ ○

富山県
NPO法人子どもの権利支援セン
ターぱれっと

悩みを抱える子どもたちの親を対象とした交
流会や、専門家のアドバイスの実施

○ ○

富山県 富山地域ストレス研究会

地域の中心（コア）となるようなゲートキー
パー向けのメンタルヘルスに関する上級者
講習やメンタルヘルスのネットワークの組織
的整備の支援

○ ○

富山県 富山県剣道道場連盟

気軽な相談相手として、また悩みを抱える方
を見守り共生すべく、加盟各道場における
相談事業を実施及びその相談に対応できる
ゲートキーパーの養成

○ ○

富山県 一般財団法人北陸予防医学協会

就労を期待、あるいは就労可能な若者世
代、また就労している若者に対して心の相
談窓口等と具体的社会資源（教育機関以
外）の活用方法の情報を提供することで孤
立を防ぐためのセミナーの開催

○ ○

富山県 りばてぃーOne
うつ病やうつ状態の人の他、心理的援助を
必要とする人などに対して勉強会、心を癒
す場、心と心がつながる場の提供

○ ○

富山県 村の音
自殺念慮等の悩みのある人の夜間の相談
窓口の提供

○ ○

石川県 石川県医師会
かかりつけ医と精神科医連携の研修等
自殺対策連絡会議に出席等

○ ○

石川県 石川県薬剤師会
窓口での服薬にかかる対応等研修
自殺対策連絡会議に出席等

○ ○

石川県 日本精神科病院協会石川県支部
自殺対策連絡会議に出席等
県自殺未遂者支援体制整備検討会出務

○

石川県 石川県商工会議所連合会 自殺対策連絡会議に出席等 ○
石川県 石川県商工会連合会 自殺対策連絡会議に出席等 ○

石川県 石川産業保健推進センター
企業人事担当者への研修等
自殺対策連絡会議に出席等

○

石川県
日本労働組合総連合会石川県連
合会

自殺対策連絡会議に出席等 ○

石川県 石川県農業協同組合中央会
メンタルケアについての研修の実施
自殺対策連絡会議に出席等

○

石川県 石川県社会福祉協議会 自殺対策連絡会議に出席等 ○

石川県
石川県民生委員・児童委員協議
会

自殺対策連絡会議に出席等 ○

石川県 石川県老人クラブ連合会 自殺対策連絡会議に出席等 ○
石川県 石川県介護福祉士会 自殺対策連絡会議に出席等 ○
石川県 石川県小学校長会 自殺対策連絡会議に出席等 ○
石川県 石川県中学校長会 自殺対策連絡会議に出席等 ○
石川県 石川県PTA連合会 自殺対策連絡会議に出席等 ○
石川県 石川県高等学校PTA連合会 自殺対策連絡会議に出席等 ○
石川県 石川県臨床心理士会 自殺対策連絡会議に出席等 ○
石川県 石川県青年団協議会 自殺対策連絡会議に出席等 ○
石川県 石川県婦人団体連絡協議会 自殺対策連絡会議に出席等 ○
石川県 金沢弁護士会 自殺対策連絡会議に出席等 ○

石川県 石川県司法書士会
多重債務相談の実施
自殺対策連絡会議に出席等

○

石川県 ほっとの会
自死遺族の「分かち合いの会」開催
県民間団体連携事業に参画

○

石川県
国際チャリティ協会アムリタハート
サポート北陸

こころ・生活・事業・健康のサポート相談
県民間団体連携事業に参画

○

石川県
NPO法人子どもの虐待防止ネット
ワーク石川

子育て・虐待に関する電話相談・訪問相談・
定例会実施
県民間団体連携事業に参画

○

- 47 -



保
健
医
療
福
祉
関
係

教
育
関
係

法
律
関
係

職
域
関
係

左
記
以
外
の
職
能
団
体

自
助
グ
ル
ー

プ
又
は
支
援
団
体

（
遺
族
支
援

）

自
助
グ
ル
ー

プ
又
は
支
援
団
体

（
遺
族
支
援
以
外

）

民
間
相
談
機
関

そ
の
他

不
明

都道府県・市

3-2.
自殺対策に取り組んでいる民間団体

名称 取組の概要

活動領域 補
助
ま
た
は
委
託
の
有
無

石川県 石川県宗教連盟
自殺対策連絡会議に出席等
県民間団体連携事業に参画

○

石川県 NPOしあわせの輪グループ
悩み解決支援活動と内観法を活用したプラ
ス発想教育
県民間団体連携事業に参画

○

石川県 NPO法人金沢あすなろ会

多重債務被害者の会
債務・生活相談会、学習会・電話相談、炊き
出し実施
県民間団体連携事業に参画

○

石川県
公益社団法人メンタルケア協会北
陸事務所

精神対話士による派遣相談（メンタルデリバ
リー）
県民間団体連携事業に参画

○

石川県 ひまわりの会
子どもを亡くした親の会
電話相談・訪問相談・定例会実施
県民間団体連携事業に参画

○

石川県
貧困のない健全な市民社会をつく
る北陸会議

生活何でも相談、生活保護同行支援
自殺防止活動、一時避難施設の運営
県民間団体連携事業に参画

○

石川県 子ども夢フォーラム
子ども専用電話「チャイルドライン」、子育て
中のパパやママの悩み・不安の相談
県民間団体連携事業に参画

○

石川県 公益社団法人金沢こころの電話
一般電話相談及びシルバーこころの電話相
談
県民間団体連携事業に参画

○ ○

石川県 石川県精神保健福祉士会
各市町主催の相談会出務
県自殺未遂者支援体制整備検討会出務

○

石川県 石川県看護協会
在宅ホスピスケア研修、看護職者のメンタル
ヘルス相談
自殺対策連絡会議に出席等

○

石川県
石川県医療ソーシャルワーカー協
会

県自殺未遂者支援体制整備検討会出務 ○

石川県 こころのどあ加賀 オープンサロン（いのちを守るオアシス） ○
石川県 Live　on 自死遺族の支援 ○

石川県 小松断酒新生会
断酒例会
アルコール問題を抱えた方、家族への相談
支援

○

石川県 いのちを考える実行委員会 グリーフサポート、学習会 ○

福井県 自死遺族アルメリアの会
自死遺族の分かち合いの会の開催、啓発活
動

○ ○

福井県 NPO法人心に響く文集・編集局
自殺企図者の保護・支援活動、相談会・講
演会の開催、手記等の出版

○ ○

福井県 福井こころの電話 電話相談、相談員の養成、啓発活動 ○ ○
福井県 鯖江こころの電話 電話相談、相談員の養成、講演会の開催 ○

山梨県 NPO山梨いのちの電話

①電話相談事業
②電話相談員の養成・研修
③講演会の開催
④会員の募集
⑤広報活動

○ ○

山梨県 自殺予防ネットワーク山梨
①生活・労働・心の悩み無料相談会の実施
②公開講座の開催
③サロンの開催

○

山梨県 NPO山梨ダルク

①薬物・アルコール依存症者に対し、回復
プログラムの実施
②相談事業
③地域の学校及び団体等における講演活
動

○ ○

山梨県 NPOやまなしライフサポート

①生活困窮状態にある者への定期的な食
事提供（炊き出し、弁当配布等）
②生活困窮状態にある者への見守り、巡回
訪問
③ふれあいサロンの開催

○ ○

山梨県 NPOフードバンク山梨 貧困に苦しむご家庭に食料支援を行う。 ○ ○

山梨県 山梨県わかちあいの会

①自死遺族同士が悲しみ、苦しみを語る場
を設ける。
②自殺を未然に防ぐ対策を考える。（自殺予
防・啓蒙活動の実施）

○
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山梨県 傾聴ボランティア山梨はあとの会

①福祉施設等に出向き入所されている方の
話を傾聴
②例会を開催し、傾聴のための学習会を開
催
③プレイバック・シアターワークショップなど
研修の実施

○ ○

山梨県 精神保健福祉ボランティア連絡会

①精神保健福祉に関する学習会の開催
②ボランティアとして精神に障害のある人た
ちとの幅広いふれあいや交流を大切に活動
する。

○

山梨県
いのちを守る山梨県民運動推進
会議

自殺防止に取り組む組織団体の話し合いと
学習会、及び普及啓発活動

○ ○

山梨県 富士五湖ダルク

①薬物・アルコール依存症者に対し、回復
プログラムの実施
②相談事業
③地域の学校及び団体等における講演活
動

○ ○

山梨県 NPO活き生き支援　人・農再生

①貧困・孤族・孤独・心の病等の相談所（駆
け込み寺）開設
②自死遺族支援、孤族・孤独者支援、生活
保護・ホームレス支援
③自殺予防対策事業
④葬送支援事業

○ ○

山梨県 女性の人権サポート くろーばー
DVの被害に苦しむ女性からの相談を受付
け、必要な支援を行う。

○

山梨県 NPOほほえみの会

①精神障害者の地域理解を深めるための
啓発活動
②研修や地域交流、会員を対象にした相談
交流
③松の実作業所の運営
誰でも立ち寄れる場のオープン　　　第2
（水）17:30～19:00
第4（日）13:30～15:00

○

山梨県 NPOくつろぎ空間まほろば
①カウンセリング
②心の健康維持のため「こころヨガ」第3土曜
日に開催

○ ○

長野県 医師会
医師等対象の講演会。精神科医とかかりつ
け医の交流事業（GPネット）

○ ○

長野県 弁護士会 相談会、弁護士対象研修、一般向け研修会 ○ ○

長野県 経営者協会 会員向けセミナー ○ ○

長野県 精神保健福祉士協会
研修会、ハイリスク者及び自死遺族へのグ
リーフケア冊子

○ ○

長野県 薬剤師会 ゲートキーパー研修会 ○ ○
長野県 NPOながのかれん ゲートキーパー研修会 ○ ○

長野県 長野いのちの電話
電話相談支援、心理職による相談及び企図
者への介入

○ ○

岐阜県 岐阜いのちの電話協会 メール相談事業　等 ○ ○
岐阜県 県医師会 かかりつけ医研修、未遂者対策研修 ○ ○
岐阜県 精神科病院協会 精神科医療従事者研修 ○ ○
岐阜県 県看護協会 ゲートキーパー養成研修 ○ ○
岐阜県 県臨床心理士会 包括支援相談（心理相談） ○ ○
岐阜県 県弁護士会 包括支援相談（多重債務相談） ○
岐阜県 いのちサポートひだ 講演会、相談会等 ○ ○

静岡県 静岡県医師会
かかりつけ医うつ病対応力向上研修、かかり
つけ医と精神科医の連携等

○

静岡県 静岡県精神科病院協会
かかりつけ医うつ病対応力向上研修、かかり
つけ医と精神科医の連携等

○

静岡県 静岡県精神神経科診療所協会
かかりつけ医うつ病対応力向上研修、かかり
つけ医と精神科医の連携等

○

静岡県 静岡県精神保健福祉士協会
法律とこころの相談会、法律家と精神保健
福祉専門職の連携

○

静岡県 静岡県薬剤師会
メンタルサポート薬剤師（ゲートキーパー）の
養成

○ ○

静岡県 静岡県精神保健福祉協会 自死遺族支援、精神保健福祉の普及啓発 ○ ○

静岡県 法テラス静岡
法律とこころの相談会、法律家と精神保健
福祉専門職の連携

○ ○

静岡県 静岡県労働者福祉協議会 ゲートキーパーの普及啓発 ○
静岡県 静岡県理容生活衛生同業組合 ゲートキーパーの養成 ○
静岡県 静岡いのちの電話 自殺予防に係る電話相談 ○ ○
静岡県 浜松いのちの電話 自殺予防に係る電話相談 ○ ○
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静岡県 NPO法人こころ ゲートキーパーの養成 ○ ○
静岡県 静岡こころのサポートセンター ゲートキーパーの養成 ○ ○

静岡県
グリーフワークこころの絆をはぐく
む会

自死遺族支援、ゲートキーパーの養成 ○ ○

愛知県 （公社）愛知県医師会
一般内科医に対し、心の健康への対応力を
養う研修を実施

○ ○

愛知県 （社）愛知県精神科病院協会 一般内科医と精神科医との連携業務を実施 ○ ○

愛知県 愛知県精神保健福祉士協会 ハローワークにおける心の健康相談を実施 ○ ○

愛知県 （社）愛知県薬剤師会
心の不調な方に接する機会の多い地域薬
剤師に対し、ゲートキーパー研修を実施

○ ○

愛知県 （一社）愛知県社会福祉士会
生活困窮者に関する電話相談及び相談支
援のための人材養成

○ ○

愛知県 愛知県司法書士会
多重的な困難をかかえた方への相談支援の
ための人材育成

○ ○

愛知県 NPO法人愛知県断酒連合会
アルコール依存症に関する啓発業務や相
談業務の実施

○ ○

愛知県 NPO法人CAPNA 子どもの虐待防止に関する事業を実施 ○ ○

愛知県 リメンバー名古屋自死遺族の会
分かち合いの会の開催等による自死遺族へ
の支援

○ ○

愛知県
～こころの居場所～AICHI自死遺
族支援室

分かち合いの会の開催等による自死遺族へ
の支援

○ ○

愛知県
社会福祉法人愛知いのちの電話
協会

24時間、365日、自殺防止に関する電話相
談を実施

○ ○

愛知県
NPO法人ビフレンダーズあいち自
殺防止センター

自殺防止に関する電話相談を実施 ○ ○

三重県
特定非営利活動法人
三重県精神保健福祉会

相談、居場所づくり、啓発等 ○ ○

三重県
特定非営利活動法人
三重いのちの電話協会

電話相談、電話相談員の養成、啓発など ○ ○

三重県 鈴鹿市ハーティー友手 傾聴カフェ、傾聴者の育成など ○ ○
三重県 傾聴同好会 居場所づくり、傾聴者の育成 ○ ○

三重県 自死遺族サポートガーベラの会
自死遺族の会の開催、相談、講話の開催な
ど

○ ○

三重県
国際ビフレンダーズ
熊野自殺防止センター

電話相談、自死遺族の会、相談員の育成、
講演会の開催など

○ ○

三重県
四日市アルコールと健康を考える
ネットワーク

講演会の開催、啓発、関係機関のネットワー
ク構築など

○ ○

三重県
四日市障害保健福祉圏域
自立支援協議会精神障害部会

講演会の開催、啓発等 ○ ○

三重県 YESnet 啓発、講演会、相談等 ○ ○

三重県 三重弁護士会
自殺予防週間、自殺対策月間の相談の実
施など

○

三重県 三重県司法書士会
自殺予防週間、自殺対策月間の相談の実
施など

○

三重県 YMSC（ﾕｰｽﾒﾝﾀﾙｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ）
若年層とその親を中心とした相談、啓発、講
演会、シンプジウム等

○ ○

滋賀県 滋賀いのちの電話 電話相談の実施 ○ ○
滋賀県 滋賀県断酒同友会 シンポジウムの開催 ○ ○
滋賀県 凪の会おうみ 自死遺族支援の会の開催 ○ ○

滋賀県 滋賀県精神障害者家族会連合会 当事者同志のネットワーク作り ○ ○

滋賀県 滋賀薬剤師会 ゲートキーパー養成、シンポジウムの開催 ○ ○
滋賀県 NPO法人びわこダルク シンポジウムの開催 ○ ○
滋賀県 滋賀県精神保健福祉協会 こころの健康に関する啓発 ○ ○
滋賀県 滋賀県医師会 G-Pネットの推進 ○ ○
滋賀県 滋賀県病院協会 ゲートキーパー養成 ○ ○

滋賀県 日本精神科病院協会滋賀県支部 ゲートキーパー養成 ○ ○

滋賀県 滋賀県精神科診療所協会 ゲートキーパー養成 ○ ○
滋賀県 滋賀県精神神経科医会 ゲートキーパー養成 ○ ○
滋賀県 滋賀県臨床心理士会 対面型相談の実施 ○ ○

滋賀県
滋賀弁護士会
滋賀県司法書士会

多重債務相談会 ○

滋賀県 滋賀県理容生活衛生同業組合 ゲートキーパー養成 ○

京都府 京都弁護士会
DV被害、多重債務、労働問題等を含む法
律相談全般

○ ○

京都府 京都司法書士会 法律相談、裁判資料作成等 ○ ○
京都府 京都府社会保険労務士会 年金、健康保険、労働問題に関する相談 ○ ○
京都府 京都いのちの電話 自殺予防に関する２４時間電話相談 ○ ○
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京都府
こころのカフェ　きょうと（自死遺族
サポートチーム）

自死遺族の相互扶助（分かち合いの会、フ
リースペース等）

○ ○

京都府
京都クレジット・サラ金被害者平安
の会

多重債務に関する相談 ○ ○

京都府 京都自死・自殺相談センター 希死念慮者等を対象とした電話相談 ○ ○

京都府
社会的包摂サポートセンター地域
センター京都

フリーダイヤルでの電話相談（寄り添いホット
ライン）

○

京都府
日本司法センター法テラス京都地
方事務所

法的トラブルの問題解決のための総合案内
（無料法律相談、犯罪被害者支援等）

○

京都府 チャイルドライン京都 １８歳までの子どもを対象とした電話相談等 ○
京都府 京都工場保健会 健診、•労働衛生、産業保健の普及活動等 ○

京都府 京都犯罪被害者支援センター
電話相談、面接相談その他の活動により犯
罪被害者等の心のケア等を支援

○

京都府 京都自立就労サポートセンター 個別的・継続的に就労等を支援 ○

京都府 京都府臨床心理士会
臨床心理士による無料電話相談の実施、研
修会の開催等

○

京都府 ミトラ 遺族サポートの活動等を行う遺族会 ○
京都府 京都府医師会 G-Pネットの推進 ○

京都府 で・らいと
精神障がい者等に対する電話相談、就労支
援

○ ○

大阪府 大阪府医師会
かかりつけ医に対するうつ病等精神疾患な
どの対応力向上研修を通して地域での自殺
対策推進のための人材養成

○ ○

大阪府 大阪精神科病院協会 精神科医療を通した自殺対策の推進 ○

大阪府 大阪精神科診療所協会
講演会等の開催による、自殺に対する一般
府民への普及啓発

○ ○

大阪府 大阪薬剤師会 地域での自殺対策推進のための人材養成 ○ ○

大阪府 大阪弁護士会
法律問題における困難をかかえた方への相
談支援

○

大阪府 大阪司法書士会

法律問題における困難をかかえた方への相
談支援、法律問題だけでなくこころの問題に
ついて総合的に対応できる人材養成や、相
談会の実施

○ ○

大阪府 カウンセリングスペース「リヴ」
自死遺族支援のためのつどいの開催や人
材養成

○ ○

大阪府 はまかぜのつどい堺
自死遺族支援のためのつどいの開催や人
材養成

○ ○

大阪府 ぐりーふサポートハウス 自死遺族支援 ○
大阪府 ふきのとうの会 自死遺族支援のためのつどいの開催 ○

大阪府 あゆみあいネット
自死遺族支援のためのつどいの開催や人
材養成

○

大阪府 自死に向き合う関西僧侶の会
自死遺族支援のための法要およびつどいの
開催

○

大阪府 大阪府断酒会
自殺ハイリスクであるアルコール依存症者及
びその家族に対する相談支援

○ ○

大阪府 大阪府人権協会
人材養成、自殺予防のための相談会の開
催

○ ○

大阪府 大阪府総合福祉協会
孤独・孤立からくる自殺防止のための実態
調査及び交流事業、人材養成

○ ○

大阪府 コミュニティマネジメント協会
自殺防止のための地域コミュニティ創出事
業の実施

○ ○

大阪府 大阪クレジット・サラ金被害者の会 借金などの困難をかかえた方への相談支援 ○

大阪府 関西いのちの電話 自殺予防のための電話相談 ○ ○

大阪府 大阪自殺防止センター
自殺予防のための電話相談、自死遺族の
つどいの開催

○ ○

大阪府 こころの救急箱 自殺予防のための電話相談 ○ ○

兵庫県 関西国際大学
学生による実態調査とタウンミーティングGP
ネット（神戸等）

○ ○

兵庫県 （社）兵庫県医師会 かかりつけ医等うつ病対応力向上研修 ○ ○

兵庫県 （社）兵庫県精神科病院協会
精神科病院協会において夜間自殺電話相
談の実施

○ ○

兵庫県 （社）兵庫県精神保健福祉士協会 夜間法律電話相談のスタッフ派遣 ○

兵庫県 （社）兵庫県弁護士会 夜間法律電話相談の実施 ○ ○
兵庫県 （社）兵庫県司法書士会 多重債務者への電話相談 ○

兵庫県 （株）ラジオ関西
9月に「いのちを考える日」として特別番組を
放送

○ ○

兵庫県 いのちの電話（神戸・播磨） いのちの電話 ○ ○
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兵庫県 ほっとねっと兵庫

不登校・就職拒否やひきこもりといった形等
で、孤立しがちな若者とその家族に対して、
彼ら若者が健全に育ち、社会の一員として
の債務を担って自立するための各種の支援

○

兵庫県 わかちあいの会・風舎
自死遺族を対象に、わかちあいの場を設け
る

○ ○

兵庫県 虹玉の会
自死遺族に対するサポート、分かち合いの
場の提供

○

兵庫県 リメンバー神戸 自死遺族の方がともに支えあう ○

兵庫県
NPO法人多重債務者による自死
をなくす会コアセンター、コスモス

多重債務の相談と、自死遺族の方の声を聞
く会

○

兵庫県 兵庫・生と死を考える会 自死遺族の方の分かち合いの会 ○

兵庫県
（社）日本産業カウンセラー協会関
西支部

働き盛り層を対象とした、「働きざかりのSOS
ダイヤル　こころの電話相談室」の実施

○ ○

奈良県 奈良いのちの電話協会

○３６５日２４時間の電話相談事業
　自殺予防の観点から精神的葛藤と混迷を
抱いて苦悩する人たちに対し、健全な社会
人として生活することができるようカウンセリ
ングを加味した電話相談を通じて援助し、
もって社会福祉の増進することを目的とす
る。

○ ○

奈良県 奈良県臨床心理士会

○県内市町村にて、カウンセリング事業を実
施
○東日本大震災被災者支援
○平成２３年９月に発生した紀伊半島大水
害の被災者に対する支援

○ ○

奈良県 奈良県司法書士会

○東日本大震災被災者支援
○自死対策強化相談会、会員向け研修会
の実施
　県内各地で自死に関する相談及び、自死
防止に係る相談を実施。また、会員の相談
スキルアップのための研修会を実施

○ ○

奈良県 奈良弁護士会
○奈良県臨床心理士会と連携しくらしとここ
ろの相談会・講演会の実施

○ ○

和歌山県
ＮＰＯ法人白浜レスキューネット
ワーク

自殺企図者の一時保護施設運営、電話相
談等

○ ○

和歌山県 ＮＰＯ法人心のＳＯＳサポートネット
ゲートキーパー養成研修、各種研修会・講
演会開催等

○ ○

和歌山県 和歌山いのちの電話協会 電話相談 ○ ○

和歌山県 和歌山県医師会
かかりつけ医等のうつ病等診断・治療技術
向上研修会

○ ○

和歌山県 和歌山県看護協会
こころの健康に係る講演会開催、まちの保
健室（無料のこころの健康チェック）

○ ○

鳥取県 （福）鳥取いのちの電話 電話相談、自殺予防公開講座 ○ ○
鳥取県 コスモスの会 自死遺族の集い、フォーラム ○ ○

鳥取県
認知症の人と家族の会鳥取県支
部

広報誌への記事掲載 ○

島根県
社会福祉法人　島根いのちの電
話

電話相談ならびに相談員の養成 ○ ○

島根県 しまね分かち合いの会・虹
自死遺族支援、自死関連電話相談、自死予
防啓発活動

○ ○

岡山県 岡山いのちの電話協会 ・24時間365日の電話相談の実施 ○ ○
岡山県 岡山弁護士会 ・多重債務など法律相談の実施 ○

岡山県 岡山県司法書士会
・多重債務など法律相談の実施
・自殺予防啓発活動

○

岡山県
おかやま犯罪被害者サポート・
ファミリーズ

・自死遺族の自助グループの設立、運営及
びその支援や連携
・相談会の開催
・自殺予防啓発活動

○ ○

広島県
広島わかちあいのつどい「忘れな
草」

自死遺族の会 ○

広島県 広島いのちの電話 心の悩みと自殺関連問題への相談電話 ○ ○
広島県 広島産業保健推進センター 勤労者心の電話相談 ○
広島県 広島産業保健センター 不眠に関する相談電話 ○ ○

広島県 広島県精神保健福祉協会
お金のトラブルとこころの相談会
こころの電話

○ ○

広島県 広島労働者福祉協議会
生活と心の相談ﾀﾞｲﾔﾙ（電話相談及び面談
相談）

○ ○

広島県 自死遺族と僧侶のつどい 自死遺族の分かち合いのつどいを開催 ○
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広島県 反貧困ネットワーク広島
経済的困難を抱える方への相談支援、シェ
ルターでの保護

○

広島県 いのちに寄り添う会
自死問題に係る若年者を中心とした啓発活
動

○

広島県 自死に向き合う広島僧侶の会 自死遺族のつどい「いのちの集い」を開催 ○
広島県 法テラス広島 暮らしと心の相談会 ○
山口県 山口県医師会 うつ病等医療体制強化の取組 ○ ○
山口県 山口県精神病院協会 精神科医療啓発 ○
山口県 山口県薬剤師会 精神科医療啓発 ○
山口県 山口県精神神経科医会 精神科医療啓発 ○

山口県
日本精神科看護技術協会山口県
支部

精神科医療啓発 ○

山口県 山口家作業療法士会 精神科医療啓発 ○
山口県 山口県臨床心理士会 精神科医療啓発､相談支援 ○
山口県 国立大学法人山口大学 自殺企図者実態調査の実施 ○ ○
山口県 山口県立大学 若者のこころの健康づくり支援 ○
山口県 宇部フロンティア大学 若者のこころの健康づくり支援 ○

山口県
岩国YMCA国際医療福祉専門学
校

若者のこころの健康づくり支援 ○

山口県 徳山大学 若者のこころの健康づくり支援 ○ ○

山口県
自死遺族わかち合いの会
木洩れ陽

○

徳島県
社会福祉法人徳島県自殺予防協
会

・電話・面接による相談の実施
・相談員養成等の人材育成
・各相談機関との連携事業
・広報・啓発事業

○ ○

徳島県
ＮＰＯ法人Approach For Life
Saver

・ブログ、メールによる相談の実施
・冊子作成、シンポジウム開催等啓発事業

○ ○

徳島県 徳島県医師会

・医療従事者を対象としたメンタルヘルス問
題対策研修の実施
・一般県民に広く自殺予防を啓発する自殺
予防フォーラムの開催

○ ○

徳島県 徳島県精神保健福祉協議会
・自殺を含む心の健康相談の実施
・自殺予防に関する啓発等
・自殺予防研修実施支援

○ ○

徳島県 徳島弁護士会

・多重債務等に関する無料法律相談の実施
・相談会への参加
・シンポジウムの開催、街頭啓発への協力な
ど啓発事業

○

徳島県 徳島県司法書士会
・多重債務等に関する無料法律相談の実施
・相談会への参加
・街頭啓発への協力など啓発事業

○

徳島県 徳島県商工会議所連合会

・事業所等を対象とする金融・経営に関する
相談の実施
・経営指導員等を対象とする自殺予防研修
の実施
・街頭啓発への協力、事業所等への啓発な
どの啓発事業

○

徳島県 徳島県商工会連合会

・事業所等を対象とする金融・経営に関する
相談の実施
・経営指導員等を対象とする自殺予防研修
の実施
・街頭啓発への協力、事業所等への啓発な
どの啓発事業

○

香川県 NPO法人マインドファースト

自殺予防カウンセリング、ピアサポートライ
ン、ファミリーカウンセラー養成講座、自殺で
大切な人を亡くされた方のグループミーティ
ング

○ ○

香川県 NPO法人グリーフワーク

身近の人をなくした方のグループミーティン
グ、ヘルプラインかがわ電話カウンセリング、
自殺予防ホットラインかがわ、ヘルプラインカ
ウンセラー養成講座

○ ○

香川県 香川いのちの電話協会
いのちの電話相談、電話相談員養成講座、
相談員研修

○ ○

香川県 香川大学
自殺予防に向けたメンタルヘルス向上に関
する研究プロジェクト（人材養成事業）

○ ○

香川県 香川県臨床心理士協会
一日「こころの健康電話相談」、こころの健康
相談実際訓練、自殺予防シンポジウム

○ ○

香川県 香川県医師会 かかりつけ医うつ病対応力向上研修 ○ ○
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香川県 香川県看護協会 自殺未遂者対策のための看護師等研修会 ○ ○

香川県 香川県弁護士会
自殺予防週間における全国一斉「暮らしとこ
ころの相談会」

○

香川県 香川県断酒会
アルコール関連問題と自殺予防についての
セミナー

○ ○

香川県 四国学院 メンタルヘルスケア研修 ○ ○
愛媛県 愛媛県医師会 地域うつ病等支援連携体制強化事業 ○ ○

愛媛県 精神神経科診療所協会
自殺の実態と予防に関する講演会、啓発活
動

○

愛媛県
国立大学法人愛媛大学大学院医
学系研究科

県内で実施される自殺対策事業への支援 ○

愛媛県 愛媛県精神保健福祉協会 自殺対策に関する研修会等 ○
愛媛県 愛媛県看護協会 看護職に対するメンタルヘルス等研修会 ○
愛媛県 愛媛県臨床心理士会 電話相談、関係機関・団体への人的支援 ○
愛媛県 愛媛県薬剤師会 地域うつ病等支援連携体制強化事業 ○ ○
愛媛県 愛媛労働局 職場におけるメンタルヘルス対策 ○
愛媛県 愛媛産業保健推進センター メンタルヘルスに関する相談、情報提供 ○

愛媛県 松山自殺防止センター
電話相談、相談員養成講座、自死遺族のつ
どい

○ ○

愛媛県 社団法人愛媛いのちの電話 電話相談、相談員養成講座、普及啓発活動 ○ ○

愛媛県 NPO法人こころ塾
うつ病の当事者や家族に対する支援（相
談、交流会、職場復帰支援プログラム）、うつ
病予防啓発セミナー

○ ○

愛媛県
社団法人日本産業カウンセラー協
会四国支部

産業カウンセラー養成、電話相談、対人関
係・コミュニケーション能力向上のためのセミ
ナー、普及啓発講演会

○ ○

愛媛県 NPO法人松山たちばなの会 自殺予防シェルターの設置、電話相談 ○ ○

愛媛県
NPO法人マネーカウンセリング協
会

対面型相談、普及啓発講演会 ○ ○

高知県 高知医療生活協同組合 対面型相談支援事業 ○ ○

高知県 高知うろこの会
多重債務者に対する相談会開催（対面、電
話）、相談支援のための人材養成、啓発

○ ○

高知県
特定非営利法人高知県生活再建
支援センターあまやどりの会

社会生活上の困難に対する相談支援、一時
的避難場所の確保

○ ○

高知県 やいろ鳥の会

ピアサポーター養成のための親講座、啓
発、ひきこもりの若者の社会参加の取り組み
先進地（京都）の視察、全国交流会」への参
加

○ ○

高知県 高知県断酒連合会 啓発セミナー、相談会の開催 ○ ○

高知県 高知県断酒新生会家族会
ピアサポート型相談に対応可能な人材養
成、ピアサポートの方の相談支援

○ ○

高知県 高知いのちの電話 相談支援事業 ○ ○
高知県 高知県薬剤師会 人材養成研修 ○ ○
高知県 土佐メンタルヘルス研究会 人材養成研修事業 ○ ○

福岡県 福岡県医師会
かかりつけ医うつ病対応向上能力研修、精
神医療関係者への研修、一般科医師と精神
科医師の連携強化事業

○

福岡県 福岡県弁護士会
多重債務相談と合わせてこころの健康相談
を実施

○

福岡県 福岡県司法書士会
多重債務相談、自立支援及び福祉関係機
関へ橋渡し

○

福岡県 リメンバー福岡
自死遺族が、同じ体験者と出会い、同じ感
情を共有する集いを実施

○

福岡県
グリーンコープ生協ふくおか生活
再生相談室

多重債務相談と合わせて心の健康相談を実
施

○

福岡県 福岡いのちの電話
自殺予防のための普及啓発事業、電話相
談員に対する研修事業

○ ○

福岡県 北九州いのちの電話

県自殺防止総合相談窓口（ふくおか自殺予
防ホットライン）の運営、自殺予防のための
普及啓発事業、電話相談員に対する研修
事業

○ ○

佐賀県 佐賀いのちの電話 電話相談、相談員募集、相談員の資質向上 ○ ○

佐賀県 佐賀ビッグフット 自死遺族支援のつどい、自死遺族支援 ○ ○
佐賀県 ＮＰＯワーク＆ライフサポート 働く人のためのこころの健康支援 ○

長崎県 （社）長崎県医師会
かかりつけ医うつ病対応力向上研修事業
（県委託事業）、自殺対策連絡協議会・自殺
対策専門委員会に委員として参画

○ ○

長崎県 長崎県精神科病院協会
自殺対策連絡協議会・自殺対策専門委員
会委員として参画

○
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助
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長崎県 長崎県精神神経科診療所協会
多重債務者等に対する診療所等での無料
相談券交付事業（県委託事業）、自殺対策
連絡協議会委員としての参画

○ ○

長崎県 （社）長崎県看護協会

多重債務者等のメンタルヘルス相談員配置
事業（県委託事業）、「まちの保健室」を開催
して健康相談への対応、自殺対策連絡協議
会・自殺対策専門委員会委員として参画

○ ○

長崎県 長崎県臨床心理士会
「多重債務者等の暮らしとこころの相談事
業」への協力（相談対応等）、自殺対策連絡
協議会へ委員として参画

○

長崎県 長崎県弁護士会

「多重債務者等の暮らしとこころの相談事
業」への協力（相談対応等）、「多重債務者
等のメンタルヘルス無料相談事業」への協
力（相談員の配置受け入れ、関係者連絡会
議への参画、各弁護士への事業の周知）、
自殺対策連絡協議会・自殺対策専門委員
会に委員として参画

○

長崎県 長崎県司法書士会

「多重債務者等の暮らしとこころの相談事
業」への協力（相談対応等）、自殺対策連絡
協議会・自殺対策専門委員会に委員として
参画

○

長崎県 長崎県商工会議所連合会
倒産防止に関する相談（倒産のおそれのあ
る中小企業者からの相談対応）、自殺対策
連絡協議会に委員として参画

○

長崎県 （福）長崎いのちの電話

自殺予防などを目的に、ボランティア相談員
が電話相談への対応、自殺対策シンポジウ
ムの共催、自殺対策連絡協議会・自殺対策
専門員会に委員として参画

○ ○

長崎県
NPO法人自死遺族支援ネットワー
クRe

自死遺族のつどいの開催、行政と協働して
の分かち合いの会並びに出張遺族会の開
催、自死遺族支援体制整備・普及啓発強化
事業（県委託事業）、研修会・講演会等への
講師派遣、自殺対策シンポジウムの共催、
ホームページでの情報提供、報道機関から
の取材対応、自殺対策連絡協議会・自殺対
策専門委員会に委員として参画

○ ○

長崎県
日本司法支援センター長崎地方
事務所

「多重債務者等のメンタルヘルス無料相談
事業」への協力（相談員の配置受け入れ、
相談者に対し相談実施の周知・案内）、自殺
対策連絡協議会に委員として参画

○

長崎県 長崎県社会福祉協議会
自殺対策連絡協議会に委員として参画、関
係機関が行なう自殺対策関連事業の広報・
周知

○

長崎県 長崎県民生委員児童委員協議会 自殺対策連絡協議会に委員として参画 ○

長崎県 （社）長崎県薬剤師会
うつ病支援体制強化薬剤師研修事業（県委
託事業）

○ ○

長崎県
NPO法人ちゅーりっぷ会長崎ダル
ク

自殺念慮者の個別相談、ピアサポートミー
ティング、アディクションと自殺をテーマとし
たシンポジウムの開催（県補助事業）

○ ○

長崎県
NPO法人長崎県メンタルヘルス研
究会

うつ・不眠等のメンタルヘルス啓発セミナー・
講演会の開催（県補助事業）

○ ○

長崎県 （社）長崎県作業療法士会
市町の健診におけるうつ病健診、市町の健
康まつりにおけるうつチェックの実施

○ ○

長崎県
（社）うつ病の予防・治療日本委員
会

自殺対策シンポジウムの共催 ○ ○

熊本県 社会福祉法人熊本いのちの電話

・こころの電話相談員養成研修会
・全国研修会参加への補助
・自殺予防シンポジウムへの補助
・相談室等の環境整備

○ ○

熊本県 熊本県精神保健福祉協会
・熊本こころの電話相談員養成
・電話相談カウンセラー定着のための人材
養成研修

○ ○

熊本県
消費者教育NPO法人お金の学校
くまもと

・生活困窮問題を抱えた住民のためのケー
ス会議実施プログラム（テキスト）の周知・配
布
・くらし、こころ、お金の相談のための会議・
研修会

○ ○
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熊本県 臨床心理士会

・こころの健康相談を実施
・県及び書く市町村が実施する包括相談に
おけるこころの相談や、研修会へ講師を派
遣

○

熊本県 弁護士会
・行政が実施する相談会への会員を派遣
・自殺対策に関するシンポジウムや相談会
の開催

○

熊本県 熊本大学医学部
うつ病連携研修会の協力、その他自殺対策
事業全般にわたる助言等

○

熊本県 （社）熊本県医師会
うつ病連携研修会の協力、自殺対策連絡協
議会に委員として参画

○

熊本県 熊本産業保健推進センター
メンタルヘルス相談、メンタルヘルスに関連
したセミナーの開催

○

大分県 大分県精神科病院協会
医療従事者に対するうつ病に関する研修会
の開催

○ ○

大分県 大分県医師会
うつ病対策に係るかかりつけ医と精神科医
の連携

○ ○

大分県 大分県看護協会 看護師等に対する自殺専門研修会開催 ○ ○
大分県 （社）大分いのちの電話 様々な悩み相談対応 ○ ○
大分県 （社）大分県断酒連合会 自殺予防シンポジウム開催 ○
大分県 大分県弁護士会 多重債務者等相談会開催 ○
大分県 大分県司法書士会 多重債務者等相談会開催 ○
大分県 法テラス大分 多重債務者等相談会開催 ○

大分県
NPO法人クレジット・サラ金被害者
の会

自殺対策ネットワーク会議構成メンバー ○

大分県
おおいた地域若者サポートステー
ション

ニート等無業者の就労相談対応 ○

大分県 NPO法人えばの会 DV、セクハラ性被害に関する相談対応 ○
大分県 大分被害者支援センター 犯罪被害者等の悩み相談対応 ○

大分県 大分県難病患者団体連絡協議会 難病に関する相談センター開設 ○

大分県
大分県障害者社会参加推進セン
ター

障害者110番開設 ○

宮崎県 NPO法人ハートム
・ふれあいの居場所の設置
・ゲートキーパー養成と実習
・必要な支援先へつなぐ道のり案内活動

○ ○

宮崎県
社団法人宮崎市郡東諸県郡歯科
医師会

・歯科医院に通院困難な高齢者等のアセス
メント
・在宅で家族を介護されている方を対象に、
口腔ケアに関する実践講習会を利用した地
域の絆づくり

○ ○

宮崎県 ヘルプラインいのち
・お話相手訪問活動
・お話相手研修会

○ ○

宮崎県 NPO法人やまのくち
・悩み座談会
・啓発チラシ、のぼり旗を作成し、地域イベン
ト等を利用して配布・設置

○ ○

宮崎県 NPO法人Ｍ’sハートフル
・啓発チラシ、のぼり旗を作成し、地域イベン
ト等を利用して配布・設置

○ ○

宮崎県 NPO法人こばやしハートム
・新たな茶飲ん場の設置
・戸別訪問活動

○ ○

宮崎県 精神保健福祉士会 ・自殺防止電話相談 ○ ○
宮崎県 看護協会 ・自殺防止電話相談 ○ ○
宮崎県 臨床心理士会 ・自殺防止電話相談 ○ ○

宮崎県
NPO法人国際ビフレンダーズ宮崎
自殺防止センター

・自殺防止電話相談
・自死遺族の集い

○ ○

宮崎県 NPOたかはるハートム ・地域づくり、居場所づくり ○ ○
宮崎県 NPOあったかほーむ愛 ・地域づくり、居場所づくり ○ ○
鹿児島県 鹿児島大学大学院 県自殺対策連絡協議会参加　等 ○
鹿児島県 県医師会 県自殺対策連絡協議会参加　等 ○ ○
鹿児島県 県精神保健福祉協議会 県自殺対策連絡協議会参加　等 ○
鹿児島県 県看護協会 県自殺対策連絡協議会参加　等 ○
鹿児島県 県弁護士会 県自殺対策連絡協議会参加　等 ○
鹿児島県 鹿児島労働局 県自殺対策連絡協議会参加　等 ○
鹿児島県 県中小企業団体中央会 県自殺対策連絡協議会参加　等 ○
鹿児島県 鹿児島産業保健推進センター 県自殺対策連絡協議会参加　等 ○
鹿児島県 KTS鹿児島テレビ 県自殺対策連絡協議会参加　等 ○
鹿児島県 鹿児島いのちの電話 県自殺対策連絡協議会参加　等 ○
鹿児島県 県市長会 県自殺対策連絡協議会参加　等 ○
鹿児島県 県町村会 県自殺対策連絡協議会参加　等 ○
鹿児島県 県民生委員児童委員協議会 県自殺対策連絡協議会参加　等 ○
鹿児島県 県消防長会 県自殺対策連絡協議会参加　等 ○
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鹿児島県 鹿児島市立病院 県自殺対策ネットワーク会議参加　等 ○
鹿児島県 県精神科病院協会 県自殺対策ネットワーク会議参加　等 ○ ○
鹿児島県 県薬剤師会 県自殺対策ネットワーク会議参加　等 ○
鹿児島県 県精神保健福祉士協会 県自殺対策ネットワーク会議参加　等 ○ ○
鹿児島県 県司法書士会 県自殺対策ネットワーク会議参加　等 ○
鹿児島県 県商工会連合会 県自殺対策ネットワーク会議参加　等 ○

鹿児島県 鹿児島市医師会
一般かかりつけ医と精神科医の連携強化事
業

○

鹿児島県 姶良郡医師会
一般かかりつけ医と精神科医の連携強化事
業

○

鹿児島県 川内市医師会
一般かかりつけ医と精神科医の連携強化事
業

○ ○

鹿児島県 指宿医師会
一般かかりつけ医と精神科医の連携強化事
業

○ ○

鹿児島県 ホームレス生活者支えあう会 生活安心コーディネート事業 ○ ○

鹿児島県
九州旅客鉄道(株)
鹿児島支社

青色照明設置事業 ○ ○

鹿児島県 いじめ対策プロジェクト 傾聴ボランティア養成事業 ○ ○
鹿児島県 みすづ 心と体の健康づくり事業 ○ ○

鹿児島県
おおすみ半島コミュニティ放送
ネットワーク

自殺対策情報番組ならびに啓発及び情報
スポット放送事業

○ ○

沖縄県 沖縄県司法書士会 いのちを守るﾌﾘｰﾀﾞｲﾔﾙ相談への協力 ○ ○

沖縄県
社会福祉法人琉球キリスト教奉仕
団沖縄いのちの電話

電話相談、いのちを守るﾌﾘｰﾀﾞｲﾔﾙ相談へ
の協力、相談員の研修、ﾃﾚﾋﾞ・ラジオ・ﾓﾉﾚｰ
ﾙでの広報活動

○ ○

沖縄県 自死遺族の分かち合いの会 自死遺族の分かち合いの会の運営 ○ ○

沖縄県 各地区医師会
一般医と精神科医等の連携強化の為の事
例検討及び研修会の開催

○ ○

沖縄県
日本産業ｶｳﾝｾﾗｰ協会沖縄県支
部

いのちを守るﾌﾘｰﾀﾞｲﾔﾙ相談への協力
働く人の電話相談会の実施

○ ○

沖縄県 沖縄県臨床心理士会
いのちを守るﾌﾘｰﾀﾞｲﾔﾙ相談への協力
いのちを守るＥメール相談への協力

○ ○

札幌市 北海道医師会
かかりつけ医うつ病対応力向上研修への協
力

○

札幌市 札幌弁護士会 借金・就職健康無料相談会等への協力 ○
札幌市 札幌司法書士会 借金・就職健康無料相談会等への協力 ○
札幌市 癒しの会（札幌医科大学） 自死遺族の分かち合いの会の開催 ○
札幌市 分かちあいの会・ネモフィラ 自死遺族の分かち合いの会の開催 ○

札幌市
NPO法人　自殺・うつ病対策家族
の会　きずな

自殺の危険性が高い人に気づき、相談機関
や医療機関につなげるなど

○

札幌市 NPO法人　札幌マック
アルコール・薬物依存症患者の回復のため
の作業所、自助グループ等

○

札幌市 NPO法人　札幌連合断酒会
アルコール依存症患者同士の例会（体験発
表）等

○

札幌市 北海道いのちの電話 365日24時間体制の電話相談 ○ ○

札幌市
北海道家庭生活総合カウンセリン
グセンター

心の健康づくり電話相談等 ○ ○

札幌市 札幌市精神障害者家族連合会 心の健康づくり電話相談等 ○ ○

仙台市 仙台いのちの電話
24時間体制で電話相談を実施、自死遺族
わかちあいの会を開催

○ ○

仙台市 仙台わかちあいのつどい藍の会 自死遺族のわかちあいの会を開催 ○ ○
仙台市 仙台グリーフケア研究会 遺族のわかちあいの会を開催 ○

仙台市 宮城産業保健推進センター
電話相談、メンタルヘルス研究会（講演会
等）

○

仙台市 仙台市医師会
かかりつけ医こころの健康対応力向上研修
会

○ ○

仙台市 仙台弁護士会
自殺対策マニュアル発行、震災関連支援
（電話面接相談）

○

仙台市
日本産業カウンセラー協会東北支
部

こころの無料電話相談、震災関連支援 ○

仙台市 宮城県司法書士会
法律相談、震災後の生活困りごととこころの
健康相談

○

さいたま市 埼玉いのちの電話 電話相談、講演会等実施 ○ ○

千葉市 社会福祉法人千葉いのちの電話
24時間相談できる電話窓口を設置し、いつ
でも相談できる体制を整えているほか、自死
遺族同士の交流の場を提供している。

○ ○
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千葉市 （社）産業カウンセラー協会
月曜日、金曜日の夜間にあらゆる悩みを相
談することのできる対面相談を行う。

○ ○

川崎市 川崎いのちの電話
24時間の電話相談を実施し、相談者の悩み
の軽減を図る

○ ○

川崎市
帝京大学医学部医学科医学部付
属溝口病院精神神経科

自殺者に関する調査及び川崎市における
総合的自殺対策推進への協力

○ ○

川崎市 川崎市医師会 かかりつけ医うつ病対応力研修の開催 ○ ○
横浜市 横浜市立大学 自殺未遂者対策 ○

横浜市 横浜いのちの電話
フリーダイヤル「自殺予防いのちの電話」の
実施、講演会、普及啓発活動

○

相模原市 SC相模原（サッカー）

「自殺対策事業における協力に関する協
定」（H23．2．7締結）による市の普及啓発事
業への協力（街頭キャンペーン、FMラジオ
放送への出演等）

○

相模原市 ノジマ相模原ライズ（アメフト）

「自殺対策事業における協力に関する協
定」（H23．2．7締結）による市の普及啓発事
業への協力（街頭キャンペーン、FMラジオ
放送への出演等）

○

相模原市 ブレッサ相模原（サッカー）

「自殺対策事業における協力に関する協
定」（H23．2．7締結）による市の普及啓発事
業への協力（街頭キャンペーン、FMラジオ
放送への出演等）

○

相模原市
三菱重工相模原ダイナボアーズ
（ラグビー）

「自殺対策事業における協力に関する協
定」（H23．2．7締結）による市の普及啓発事
業への協力（街頭キャンペーン、FMラジオ
放送への出演等）

○

新潟市 新潟県弁護士会人権擁護委員会

自殺対策実務者ネットワーク会議への参加
及び具体的事業の検討
「いのちを守る超連続勉強会」の企画及び
開催運営

○

新潟市 新潟ＮＰＯ協会

自殺対策実務者ネットワーク会議への参加
及び具体的事業の検討
「死ぬな（相談窓口情報掲載）」冊子の作成
及び配布
「いのちを守る超連続勉強会」の企画及び
開催運営

○

新潟市 新潟市薬剤師会

自殺対策実務者ネットワーク会議への参加
及び具体的事業の検討
「いのちを守る超連続勉強会」の企画及び
開催運営

○

新潟市
自殺のない社会づくりネットワーク
ささえあい・新潟

自殺対策実務者ネットワーク会議への参加
及び具体的事業の検討
情報の発信

○

新潟市 自死遺族語り合いの会「虹の会」 自死遺族の分かち合いの会の開催 ○

新潟市
自死遺族分かち合い　越後　逢う
る

自死遺族の分かち合いの会の開催 ○

新潟市 社会福祉法人新潟いのちの電話 電話相談の実施 ○ ○

静岡市 社会福祉法人静岡いのちの電話
自殺予防を目的とした電話相談、普及啓
発、相談員の育成等

○ ○

静岡市 静岡市断酒会
アルコール依存症に悩む方やその家族へ
の相談支援、普及啓発等

○ ○

静岡市 特定非営利活動法人ドムクス
薬物問題に悩む家族への相談支援、普及
啓発等

○ ○

静岡市
特定非営利活動法人静岡市静心
会

精神障害者の地域における自立生活と社会
参加の促進、一般市民に対する普及啓発等

○ ○

静岡市 静岡県弁護士会 多重債務問題に関する相談支援 ○
静岡市 静岡県司法書士会 多重債務等の相談支援 ○

静岡市 法テラス静岡
資力の乏しい方が法的トラブルに遭った時
の相談支援等

○

浜松市 浜松いのちの電話
・悩みを抱えた方の電話相談
・「いのちをつなぐ手紙」FM放送に出演し、
手紙を朗読

○ ○

浜松市 自死遺族わかちあいの会
同じ立場でお互いの気持ちを共有できる場
所の提供。

○

浜松市
NPO法人遠州精神保健福祉をす
すめる市民の会

多職種間の連携の仕組みの構築
ひきこもり者に対する訪問支援と居場所の提
供

○ ○

浜松市 （福）天竜厚生会 中山間地域におけるアウトリーチ ○ ○

- 58 -



保
健
医
療
福
祉
関
係

教
育
関
係

法
律
関
係

職
域
関
係

左
記
以
外
の
職
能
団
体

自
助
グ
ル
ー

プ
又
は
支
援
団
体

（
遺
族
支
援

）

自
助
グ
ル
ー

プ
又
は
支
援
団
体

（
遺
族
支
援
以
外

）

民
間
相
談
機
関

そ
の
他

不
明

都道府県・市

3-2.
自殺対策に取り組んでいる民間団体

名称 取組の概要

活動領域 補
助
ま
た
は
委
託
の
有
無

浜松市 （公財）浜松国際交流協会
在日外国人に対し母国語で相談できる窓口
の設置及び出張通訳の実施

○ ○

名古屋市 名古屋市医師会 かかりつけ医こころの健康対応力向上研修 ○ ○
名古屋市 愛知いのちの電話協会 電話相談 ○
名古屋市 リメンバー名古屋自死遺族の会 遺族支援 ○

名古屋市
こころの居場所AICHI自死遺族支
援室

遺族支援 ○

名古屋市 いのちに向き合う宗教者の会 遺族支援 ○

名古屋市 本市に本部を置く大学
若者の自由な発想による「若者向けの自殺
予防」を目的とした研究、効果のある活動へ
の補助

○ ○

京都市 （社）京都府医師会
かかりつけ医うつ病対応向上能力研修やGP
ネットなどの研修会などの実施

○

京都市 （公社）京都府看護協会
看護職への自殺予防に関する研修会の実
施、地域での子育て支援事業

○

京都市
京都府立私立中学高校学校連合
会

生徒のこころのケア推進（生徒面談や全体
集会での指導、学校カウンセラーによる相談
の実施）

○

京都市 京都弁護士会
弁護士を対象としたメンタルヘルス研修、法
律相談、貧困問題対策連絡協議会の設置
等

○

京都市 京都商工会議所
失業者に対する雇用機会の創出、中小企業
に対する支援

○

京都市 京都産業保健推進センター

うつ病の早期受診と適切な対応の知識の普
及、勤労者のこころの健康の啓発（衛生管
理者・労務担当者を対象とした研修）、メンタ
ルヘルス対策支援センターの設置等

○

京都市 （社福）京都市社会福祉協議会
福祉資金・教育支援資金・総合支援資金の
相談等

○

京都市 こころのカフェきょうと
自死遺族の語り合いの場「こころのカフェ
きょうと」等の開催、電話相談等

○ ○

京都市 （社福）京都いのちの電話
24時間年中無休の電話相談、フリーダイヤ
ル「自殺予防いのちの電話」の実施

○

京都市 京都自死・自殺相談センター
夜間の電話相談やボランティア養成、講演
会等による啓発、グリーフサポート等

○ ○

京都市 京都NHK放送局
自殺やこころの問題についてニュース等で
の放送

○

京都市 京都市保健協議会連合会
こころのふれあいネットワーク活動を生かし
た地域づくり

○

京都市 （社）京都市老人クラブ連合会
友愛運動（「話し相手」を基本とした独居訪
問）、仲間同士の支え合いの実施等

○

京都市 京都臨床心理士会
メンタルヘルスや多重債務問題に関する研
修会等の実施

○

大阪市 大阪精神科病院協会 精神疾患を抱えた患者の医療行為・研修 ○
大阪市 大阪精神科診療所協会 精神疾患を抱えた患者の医療行為・研修 ○
大阪市 大阪府医師会 精神疾患対応への研修 ○ ○
大阪市 大阪自殺防止センター 自殺予防の電話相談・自死遺族の会 ○
大阪市 関西いのちの電話 自殺予防の電話相談 ○

大阪市 いちごの会
アルコール依存症者への支援のための人
材育成

○ ○

大阪市 こころの救急箱 自殺予防の電話相談 ○

大阪市 精神障害者社会復帰促進協議会
緊急時の精神科救急紹介・こころの悩み統
一電話相談（自殺予防週間・月間）

○ ○

大阪市 いちょうの会 サラ金・クレジット被害相談 ○
大阪市 大阪司法書士会 法律相談 ○
大阪市 大阪弁護士会 法律相談 ○
大阪市 カウンセリングスペース「リブ」 自死遺族支援 ○
大阪市 関西僧侶の会 自死遺族支援 ○

大阪市 関西カウンセリングセンタ－ こころの悩み統一電話相談（自殺予防月間） ○

堺市 はまかせのつどい堺
自死遺族支援のためのつどいの開催や人
材養成

○

堺市 堺市断酒連合会 地域での酒害者救済と酒害啓発 ○
神戸市 わかちあいの会・風舎 自死遺族のつどい ○ ○
神戸市 リメンバー神戸 自死遺族のつどい ○
神戸市 兵庫・生と死を考える会 自死遺族のつどい ○ ○

神戸市
NPO法人多重債務による自死を
なくす会コアセンター・コスモス

電話相談・面接相談等 ○ ○
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岡山市 岡山弁護士会
岡山市と連携し自殺ハイリスク者への弁護士
派遣事業及び講演会や相談会、自殺予防
週間等での街頭キャンペーンなどを行って
いる。

○ ○

岡山市 岡山司法書士会
講演会や相談会、自殺予防週間等での街
頭キャンペーンなどを行っている。

○

岡山市 岡山いのちの電話

自殺防止を主な目的として、ボランティアに
より24時間365日、無償で電話相談を受け付
けるとともに、自殺防止の普及啓発のための
講演会等も実施している。

○

岡山市 健康市民おかやま２１推進会議
自殺予防のための行動やうつ病等の精神疾
患に対する偏見除去等の普及啓発

○

広島市 社会福祉法人広島いのちの電話

自殺防止を主な目的として、ボランティアに
より24時間365日、無償で電話相談を受け付
けるとともに、自殺防止の普及啓発のための
講演会等も実施

○ ○

広島市 広島大学 広島大学病院自殺未遂者実態調査を実施 ○

広島市
広島市連合地区地域保健対策協
議会（広島市、広島市医師会、広
島大学で構成）

かかりつけの医師と精神科医の連携強化の
取組を実施（患者の紹介、意見交換会・講
演会の実施　等）

○ ○

広島市 広島弁護士会

・自殺対策に関する市民向けのシンポジウ
ムや、弁護士向けの勉強会・講座等を開催
・弁護士、精神保健福祉士等多分野の専門
家による総合相談会を開催

○

広島市 ＮＰＯ法人反貧困ネットワーク広島
弁護士、精神保健福祉士等多分野の専門
家による総合相談会を実施

○

広島市 広島県看護協会

・保健医療福祉施設等におけるうつ病・自殺
予防対策のゲートキーパーとしての看護職
の資質向上を図る研修会の企画・開催
・メンタルヘルス対策の推進
・うつ病、自殺予防等の普及啓発の推進

○

広島市 いのちに寄り添う会
中学校、高校で、自殺防止のための講演会
を開催

○

広島市 自死遺族と僧侶のつどい 自死遺族の分かち合いの会を開催 ○

広島市
いのちの集い～自死遺族の分か
ち合いの集い～

自死遺族の分かち合いの会を開催 ○

広島市
「小さな一歩」ネットワークひろしま
「自死遺族・希望の会」

自死遺族の分かち合いの会を開催 ○

北九州市 北九州いのちの電話
悩みや死にたい気持ちを抱えた方に対する
電話相談（一部補助）、市民向けシンポジウ
ム開催、市民向け出前講座開催（委託）

○ ○

北九州市 産業医科大学 うつ病等に関するパンフレット作成 ○

北九州市 北九州市医師会
かかりつけ医こころの健康対応力向上研修
への共催

○ ○

北九州市 福岡県臨床心理士会
学校における自殺予防教育に向けた取り組
み

○

北九州市 福岡県弁護士会
多重債務問題無料相談会
自死遺族のための無料法律相談

○

北九州市 福岡県司法書士会 多重債務問題無料相談会 ○
北九州市 北九州ホームレス支援機構 ホームレスを対象とした相談実施 ○

福岡市 福岡市医師会
かかりつけ医うつ病対応力向上研修（市の
委託を受諾）

○ ○

福岡市 福岡県弁護士会
自死遺族のための無料法律相談（市の委託
を受諾）

○ ○

福岡市 福岡県司法書士会 多重債務問題無料相談会 ○
福岡市 福岡いのちの電話 自殺予防電話相談 ○
福岡市 リメンバー福岡 自死遺族のわかちあいの会 ○
熊本市 熊本こころの電話 こころの悩みの電話相談 ○
熊本市 熊本いのちの電話 こころの悩みの電話相談 ○

熊本市 ウィメンズカウンセリングルーム
女性のメンタルヘルスのサポート(ＤＶ、セク
ハラ、共依存等個人カウンセリング、グルー
プカウンセリング)

○

熊本市 熊本ダルク 薬物依存者・家族への支援 ○
熊本市 熊本県精神科協会 自殺未遂者への支援 ○
熊本市 熊本県司法書士会 借金・法的トラブルに関する相談 ○
熊本市 熊本県弁護士会 借金・法的トラブルに関する相談 ○
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熊本市
ＮＰＯ法人熊本クレ・サラ被害をな
くす会

借金トラブルに関する相談・支援 ○

熊本市 ＮＰＯ法人くまもと支援の会 ホームレス支援 ○

熊本市 ＮＰＯ法人でんでん虫の会
元野宿生活者、障がい者、高齢者、ＤＶ被
害者等社会的弱者と言われる方たちや一人
暮らしの方の支援

○

熊本市 お金の学校くまもと 借金トラブルに関する相談支援 ○

熊本市
公益社団法人くまもと被害者支援
センター

犯罪被害者への支援 ○

熊本市
熊本救急医療自傷・自殺問題対
策協議会

多分野の連携により自傷・自殺問題への早
期の介入を図るためのカンファレンス等を実
施

○

熊本市 熊本県臨床心理士会 メンタルヘルスに関する相談 ○
熊本市 アラノン・ジャパン アルコールに関する相談支援 ○

熊本市
ＮＰＯ法人熊本県断酒友の会熊
本市支部

アルコールに関する相談支援 ○

熊本市 相談支援事業所(15箇所) 障害のある方に関する相談・支援 ○ ○

熊本市
高齢者支援センターささえりあ(２７
箇所)

高齢者に関する相談支援 ○ ○

※重複または、まとめて報告されている団体もそのまま掲載した。（本文中に実際の団体数を記載）
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市区町村名 部署名
保
健

福
祉

保
健
と
福
祉
の
両
方

政
策
の
総
合
調
整

そ
の
他

その他詳細

都道府県名

1-1.
自殺対策を担当する部署の所管

1．
自殺対策の担当課

北海道 音更町 保健福祉部保健センター保健課 ○
北海道 上士幌町 保健福祉課 ○
北海道 鹿追町 福祉課 ○
北海道 新得町 保健福祉課 ○
北海道 清水町 保健福祉課健康推進係 ○
北海道 芽室町 保健福祉課保健推進係 ○
北海道 中札内村 福祉課保健グループ ○
北海道 更別村 保健福祉課 ○
北海道 大樹町 保健福祉課 ○
北海道 広尾町 保健福祉課健康管理センター ○

北海道 幕別町
保健福祉課　保健予防係　保健課　健
康推進係

○

北海道 池田町 保健福祉課保健推進係 ○
北海道 豊頃町 福祉課健康係 ○
北海道 本別町 健康管理センター ○
北海道 足寄町 福祉課 ○
北海道 陸別町 保健福祉センター　保健指導担当 ○
北海道 釧路町 健康福祉部福祉課障がい福祉係 ○
北海道 厚岸町 保健福祉課健康づくり係 ○
北海道 浜中町 福祉保健課健康推進係 ○
北海道 標茶町 住民課健康推進係 ○
北海道 弟子屈町 健康推進課健康推進係 ○
北海道 鶴居村 住民課　健康推進係 ○
北海道 白糠町 保健福祉部介護健康課健康相談係 ○
北海道 別海町 福祉部保健課 ○
北海道 中標津町 福祉課福祉支援係 ○
北海道 標津町 保健福祉センター ○
青森県 青森市 保健予防課 ○
青森県 弘前市 健康福祉部健康づくり推進課 ○
青森県 八戸市 健康増進課 ○
青森県 黒石市 健康福祉部　健康推進課 ○
青森県 五所川原市 民生部　健康推進課 ○
青森県 十和田市 健康福祉部健康増進課 ○
青森県 三沢市 健康推進課 ○
青森県 むつ市 健康推進課 ○
青森県 つがる市 福祉部　健康推進課 ○
青森県 平川市 平川市健康推進課 ○
青森県 平内市 保健福祉課 ○
青森県 今別町 町民福祉課 ○
青森県 蓬田村 健康福祉課 ○
青森県 外ヶ浜町 福祉課 ○
青森県 鰺ヶ沢町 健康ほけん課 ○
青森県 深浦町 地域包括ケアセンター（健康増進係） ○
青森県 西目屋村 住民課 ○
青森県 藤崎町 福祉課 ○
青森県 大鰐町 保健福祉課 ○
青森県 田舎館村 厚生課 ○
青森県 板柳町 健康福祉課 ○
青森県 鶴田町 健康保険課　健康長寿班 ○
青森県 中泊町 中里保健センター ○
青森県 野辺地町 健康づくり課 ○
青森県 七戸町 健康福祉課 ○
青森県 六戸町 福祉課 ○
青森県 横浜町 健康福祉課 ○
青森県 東北町 保健衛生課 ○
青森県 六ヶ所村 健康課 ○
青森県 おいらせ町 環境保健課 ○
青森県 大間町 住民福祉課 ○
青森県 東通村 いきいき健康推進課 ○
青森県 風間浦村 村民生活課 ○

青森県 佐井村 住民福祉課 ○
保健、福祉、戸籍、国保、
年金、税務を所管する

青森県 五戸町 福祉保健課 ○
青森県 南部町 健康福祉課 ○
青森県 階上町 保健福祉課 ○
青森県 新郷村 住民生活課厚生グループ ○
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地
域
自
殺
対
策
緊
急
強
化

基
金
以
外
の
基
金

既
存
事
業
の
補
助
金

一
般
財
源

そ
の
他

その他詳細

総執行額
(単位：千円)

財源の種類

2-3.
事業の実施状況

都道府県名 市区町村名 自
己
評
価

第
3
者

評
価
な
し

事
業
の
実
施
な
し

事
業
数

奈良県 野迫川村 ○ 1 ○
台風12号によるメンタル
ヘルスによるもの（県事
業）

奈良県 十津川村 ○ 0 0
奈良県 上北山村 0 0
奈良県 川上村 ○ 1 0
奈良県 東吉野村 ○ 0
和歌山県 和歌山市 ○ 0
和歌山県 紀美野町 ○ 0
和歌山県 紀の川市 ○ 0 0
和歌山県 岩出市 ○ 0
和歌山県 九度山町 ○ 0
和歌山県 高野町 ○ 0
和歌山県 御坊市 ○ 0 0
和歌山県 由良町 0 0
和歌山県 印南町 ○ 0
和歌山県 白浜町 ○ 1 500 ○
和歌山県 上富田町 ○ 0
鳥取県 米子市 ○ 0
鳥取県 倉吉市 ○ 0
鳥取県 岩美町 ○ 1 30 ○
鳥取県 八頭町 ○ 0
鳥取県 三朝町 ○ 0
鳥取県 琴浦町 ○ 0
鳥取県 南部町 ○ 0
鳥取県 日南町 ○ ○ 0
鳥取県 日野町 ○ 0
島根県 松江市 ○ ○
島根県 浜田市 ○ 0
島根県 出雲市 ○ 1 256 ○
島根県 益田市 ○ ○ 1 140 ○
島根県 大田市 ○ 0 1,382 ○
島根県 江津市 ○ 0 0
島根県 雲南市 ○ 0 0 ○
島根県 奥出雲町 ○ 0
島根県 川本町 ○ 0
島根県 美郷町 ○ 0
島根県 邑南町 ○ 0
島根県 吉賀町 ○ 0 0
島根県 西ノ島町 ○ 0
島根県 隠岐の島町 ○ 0 0

岡山県 倉敷市 ○ 1 6,884 ○
住民に光をそそぐ交付
金から倉敷市自殺予防
対策基金を作成

岡山県 津山市 ○ 0
岡山県 玉野市 ○ 0
岡山県 井原市 ○ 1 50 ○
岡山県 総社市 ○
岡山県 高梁市 ○ 3 241 ○
岡山県 新見市 ○ 0
岡山県 備前市 ○ 0 0
岡山県 瀬戸内市 ○ 1 312 ○
岡山県 赤磐市 ○ 0 0
岡山県 真庭市 ○ 0
岡山県 美作市 ○ 0 0
岡山県 浅口市 ○ 0 0
岡山県 早島町 ○ 0
岡山県 里庄町 0
岡山県 矢掛町 ○ 0
岡山県 新庄村 ○ 0
岡山県 鏡野町 ○ 0
岡山県 勝央町 ○ 1 29 ○
岡山県 奈義町 ○ ○ 県
岡山県 西粟倉村 ○ 2 3,607 ○
岡山県 美咲町 ○ 1 50 ○

岡山県 吉備中央町 ○ 0

広島県 呉市 ○ 0 0
広島県 竹原市 ○
広島県 三原市 ○ 0
広島県 尾道市 ○ 0 0
広島県 福山市 ○ 0
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都道府県名 市区町村名
3.

その他、自殺対策全般にわたっての課題及び提言

北海道 北見市 平成２５年度も自殺対策にむけて人材育成事業を実施する予定です。
北海道 網走市 基金終了後の事業の継続が課題

北海道 赤平市
ゲートキーパー研修を実施しているが、受講希望者が少ない。周知方法の改善や、ゲートキーパーの知名度の向上
が必要。

北海道 士別市 自治体のみでは対策が難しいので、保健所の自殺対策連絡会議に参加しています。

北海道 千歳市
より自殺の実態を明らかにしたいため、自殺者の人数・年齢・性別・有職か無職かなど情報から分析をしたいが、警察
庁からの情報では、当市の人口規模の場合、詳細情報が明示されていないこと。

北海道 滝川市
・マンパワー　・協力可能な精神科医師の情報（講師等の依頼）　・保健部門以外の理解　・統計、人材、その他事業
を企画する際に必要な情報

北海道 北斗市 講演会等、心の健康づくりを実施してきたが、自殺リスクの高い人達には届かないというジレンマがある。

北海道 当別町
問１－５について自殺対策連絡協議会の設置はしていないが、自殺予防対策連絡会として消防や保健所など、関係
機関と各機関の取り組みや支援状況について意見交換を行い、今後の取り組みについて検討する機会を設けてい
る。

北海道 知内町 個別相談対応のみで、自治体全体の課題とし取り組みがされていない。
北海道 長万部町 事業についての事例等企画に必要な情報があると良いと思います。
北海道 喜茂別町 心の健康全般に対する政策が不充分　今後少しずつ体制をつくっていきたい。

北海道 泊村
自殺対策やうつ対策等こころの健康に関する周知啓発が村として対応しきれていない現状です。ゲートキーパー等
の養成や相談援助の技術支援等と保健所や関係機関との連携が必要と考えます。

北海道 東神楽町
小さな町では、自殺者は年間０～２名であり、優先的に取り汲むのは難しい。都道府県単位での取り組みが望ましい
のではないでしょうか。

北海道 上富良野町
地域における精神障害者に対する理解が難しく、自殺リスク者に対する見守り、声かけなどがしずらい現状がありま
す。

北海道 下川町
・うつ状態になり、不眠や食欲不振ｅｔｃの症状が出てきた時に、内科を受診する人が多くいます。内科医にも自殺対
策について十分理解していただき、専門医への受診を勧めたり、相談窓口の紹介をしていただきたいと思います。

北海道 遠別町
広報などでこころの健康についての一般的な啓蒙は行いましたが、自殺総合対策には至ってない。稼動困難である。

北海道 枝幸町
自殺の問題を認識する町民は少しずつ増えてきてはいるが、職域間での認識の差もあり職場間で同じ様な意識を
もって取りくめていない状況がある。町民一人一人が、自殺という視点を通じて、気づきと見守りの意識をもって人と関
わることができると、自殺の予防にもつながると思う。

北海道 大空町
うつ等の疾患で医療に結びついている人の自殺を防ぐことができていない。プライバシー、個人情報保護の関係で医
療と地域保健の連携支援が難しい

北海道 広尾町 事業として「自殺」という表現を使用すると、住民の参加が少ない。専門職でも、対策については積極的ではない
北海道 白糠町 国や道等の支援や協力がなければ、町だけで自殺対策を推進していくのは難しい現状です。

北海道 別海町
健康べつかい21（地域保健計画）内に「こころの健康」という項目を挙げて、自殺のSMR低下で事業評価を行いまし
た。健康べつかい21（第二次）も新たに作成し、引きつづき自殺によるSMRが低下するよう努める予定です。
自殺SMR　H15（男9位、女1位）→H18（男4位、女2位）→H23（男3位、女4位）

青森県 弘前市
市民一人ひとりが、自殺予防のための行動（気づき、つなぎ、見守り）ができるような人材養成や地域づくりの拡充が
課題である。

青森県 つがる市
基金を利用して、いろいろな対策を実施し、自殺者は減少傾向にありますが年間１０人程度の自殺者がおり、継続し
た対策の必要性を感じています。

青森県 外ヶ浜町 ・自殺対策を推める上で町の現状と課題を分析するスキル不足がある。
青森県 西目屋村 マンパワー不足

青森県 藤崎町
自殺対策を実施してから４年目になる。自殺に対するイメージは改善されつつあるが、事業を推進するにあたり気を使
うところである。精神疾患をもつ人の自殺も多く、自殺対策は精神保健にもつながっていると実感している。眠れない
等でアルコールに頼ることも多く、今後はアルコールについても普及啓発が必要だと思われる。

青森県 野辺地町
行政が取り組む対策は人口規模など地域の特徴により有効な対策は変わってくる。同じような地域での取り組み状況
の情報を知りたいと思う。実感として、住民や地域の民間団体の意識は高い。連携を土台に対策を推し進めることで
大きな成果が得られている。

青森県 七戸町
平成２１年度からの自殺対策緊急強化事業補助金により、町では今まで以上に自殺対策を強化することができまし
た。やはり財源がなければできないこともあるため、今後も補助金の継続をお願いしたいと思います。

青森県 六ヶ所村
・事業を展開する時に関係者や住民の理解を得る事が難しい現状があり、自殺対策の取り組みが進んでいない部分
があり、今後の課題だと思っています。

岩手県 雫石町 自殺未遂者と自死遺族に対しての関わり方のスキルが未熟である

岩手県 花巻市
当市では健康づくり部門で自殺対策に取り組んでいるが、この取り組みは、非常に重要であり、総合的な対策を図る
必要がある事から、教育部門、企業等にむけて国からの強化推進する何らかの施策があると、さらに自殺対策の推進
が図られると思われる。

岩手県 西和賀町
岩手県内でもトップクラスの高令化率４２．５％（Ｈ２５年３月末）となり、地区でのボランティアや民間組織もできにくい
現状にあります。一旦、自殺が発生すると、地域で情報が流れ、親戚等、地区に居住しており、デリケートな対応が必
要です。このような現状から、行政が自殺対策を実施している現状です。

岩手県 一関市 ・死亡者の状況が市町村ではつかみにくい。・精神障がい者の自殺が多く、その対応について課題である。
岩手県 釜石市 釜石では４０～５０才代男性の働き盛りの方の自殺が多い。４０～５０才代男性へのアプローチが課題と感じている。
岩手県 大槌町 自殺対策以外にも重複して担当する事業があるため、十分な取組ができない。

岩手県 宮古市
自殺対策連絡協議会は、保健所で開催しており、民間職域、医療機関、ボランティア、地域との連携を図っていま
す。

岩手県 久慈市
・基金終了後の財源確保　・医療資源が少ない地域なので、いかに社会資源をうまく活用できるか、提供できるか　・
遺された人への支援　・自殺未遂者等ハイリスク者へのアプローチ　・医療との連携した支援　・地域の力を育てる

岩手県 普代村
年代・就労の有無など、その人の抱える背景により問題もことなる。こころの問題は、重点的に取り組んでいかなけれ
ばならないことであるが、様々な問題、背景を抱えている人に対応していくには、人材も、時間も必要。何か有効的な
取り組みはないだろうか。

岩手県 軽米町 自殺者数は管内でも多く、どのような取組みをすればよいのか

宮城県 石巻市
阪神淡路大震災では、震災から２年目以降、ＰＴＳＤやアルコール依存、孤独死等、震災特有の問題が目に見えて発
生したときいています。ライフステージに応じた自殺対策の計画をたてていければよいと思っている。又、いろいろな
職種と連携していくがスーパーバイズしてくれる方がいるとよい。

宮城県 白石市
問２－２について、事業としての実施はしておりませんが、精神障がい者を個別に担当しており、自殺企図のあるケー
ス、自殺未遂者に対して適切な精心科医療につなげる支援や見守り・予防のためのサービス導入などの支援を民生
委員や警察福福祉事務所と連携して実施しています。

宮城県 名取市
東日本大震災から３年目に入り、生活や家族の状況の変化、長びくストレス状態が続き、心の問題は深刻です。支援
者の負担も大きく、外部からの支援を受け対応はしていますが、追いつきません。今年度は、自殺対策の地域づくり
にも着手する予定です。
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宮城県 栗原市
地域レベルにおいては、包括的視点を持った相談機能の充実と、あらゆる相談支援者の連携の強化が今後の課題と
考えます。

宮城県 七ヶ宿町
・医療機関との連携が他の疾患より困難に感じている。・本人と相談機関、家族と相談機関→件数が少なく表面化し
にくい。相談しにくい。

宮城県 村田町 実態把握と具体的で有効な対策がうまくできていないことが課題です。
宮城県 大和町 ・働き盛り（特に男性）へのかかわり・未遂者にかかる病院との連携

宮城県 富谷町
・事業を企画する際に必要な情報等、ゲートキーパー研修講演会等に適切な人材（講師）の紹介があると実施しやす
い。自殺を全面にした企画だと、人がなかなか集まらない。（ので、ストレス対策等名称を変えて企画している）

宮城県 色麻町 保健分野だけの関わりでは、課題は抱えきれない。

宮城県 加美町
講演会の開催や講師をお願いする際、講師していただける方の名前、専門分野、病院名等が一覧であると、助かりま
す。

宮城県 南三陸町
自殺予防専任担当者を置ける自治体規模でもなく、各係がそれと関連した事業でカバーしているのが実情である。こ
とに、震災後は、孤独死、自殺予防の点は、注意して見守りを行っているところである。効果のある事業が見当たらな
いのが悩みである。

秋田県 にかほ市
都会と違いまだまだ封建的な土地柄のため、やっと「自殺」という言葉を出せる様になってきた状況である。事業に関
しては、これから手厚く行うことが出来ると考えている

秋田県 三種町
保健担当で行う対策には限界があり庁内全体で取組むべく問題意識の共有化を図っているが、まだまだ浸透してい
ない現状である。

秋田県 八郎潟町
本町の自殺者の大半は男性です（～６５才までの方が多い。）職場の心の健康管理はどうなっているのかわかりませ
ん。自殺のない社会づくりには働く場の健全さが求められると思います。職域の健康管理を強化することが大切だと
思います。地域の小さな自治体ではそこには手が届きません。

山形県 山形市
◎当市の課題について　・問２－１に記載した計画に自殺対策として「こころの健康づくり」対策を記載。「自殺」対策
の表現をしていないが、市民の解釈がどうか図る必要がある。・問２－３評価が課題。現在は、外部関係者を含めた広
く保健事業を話題とする協議会において、意見を伺う程度である。検証・評価の方策をご指導願いたい。

山形県 上山市 働き盛り世代へのうつ予防普及及びハイリスク者支援が課題である。

山形県 大江町
・相談員を配置しても、利用が少なく効果を検証することが困難。そもそも、相談に来るような人は心配は少ないと思わ
れる。「受身」のスタンスにならざるを得ず、積極的に関わることが出来ない。

山形県 河北町 身近な相談窓口の開設や、地域住民の自殺に対する知識の普及等が必要と思われます。

山形県 朝日町
自殺予防に対する町民の意識がまだ醸成されていない。町内に精神医がいないので、近隣の市町の医師に相談し
なければならず事業の効率が悪い。

山形県 尾花沢市
自殺予防の面での講演会等について、一般知識の普及、啓発について健康福祉課サイドで取り取り組みをした。経
済的問題等で実際に自殺を企図している方への取り組みを必要とする事が重要と感じた。

山形県 鶴岡市
基金が終了してしまうと、一般財源で自殺対策の予算を獲得できるか心配。それに伴い活動も縮少してしまう危険性
あり。精神疾患者、ハイリスク者への支援が困難。カウンセリングなどを実施できる機関が不足しているし、医療と保健
の連携が必要だが、難しい現状にある。

山形県 庄内町
基金が終了してからどの程度事業が継続できるのかそのことにより自殺者が増加することにならない様に今後も国全
体で力を入れてほしい

福島県 二本松市 福島県、市町村レベルでの自殺の実態を明らかにすること。

福島県 本宮市
・自殺対策庁内推進会議を設置する際に必要な情報等　・自殺対策について効果的だった事業の事例の紹介につ
いて　・新しい事業を企画する際に必要な情報について

福島県 石川町 保健業務量が多く自殺対策における業務が少ないです。職員数が少ないため。
福島県 浅川町 市町村と民営との連携した取り組み。雇用の確保には限界がある。（就労できる場・安定した収入等）

福島県 西会津町
働き盛りをターゲットに講演会を開催しても、中々集まらず、周知方法や演題等工夫・しかけが必要だと実感していま
す。

福島県 南相馬市
自殺対策は保健・福祉分野だけの問題ではなく、雇用問題や教育現場、生活環境など、多方面からの対策が必要で
ある。そのためには庁内や民間との積極的な体制づくりや多分野の職員の自殺対策に関する知識の習得などが課題
となる。

福島県 相馬市
・ポピュレーションアプローチについては事業展開しやすいが、まだまだ「自殺は個人の問題」といった意識が一般の
中には多いかと感じる。・ポピュレーションアプローチから一歩踏み込んだ個別対応となると、行政（公）で何をどこまで
できるのか疑問である。・個別対応可能な医療機関や事業所といった社会資源は地方では少ない

福島県 いわき市
当市の人口３５万人で平成２４年の自殺者数は暫定値６０人台という現状である。ポピュレーションアプローチとして自
殺予防ゲートキーパーを養成し、市民の予防意識の底上げをはかっている。ただ個人情報ということで自殺未遂・既
遂者の情報が把握できず個別対応できていないのが課題と考える。

茨城県 土浦市 地域ごとの自殺に関する実状に応じた対策を行っていくべきだが、実状を把握することが困難である。
茨城県 石岡市 補助金がなくなった後の予算の確保

茨城県 常陸太田市
人材の養成については保健、福祉分野のみならず、教育分野にも必要と考えます。内閣府の作成するテキストの中
にも、それが含まれているといいと感じます。テキストだけでなく人材養成のための研修がきめ細やかになることを望み
ます。

茨城県 鹿嶋市 ・自殺未遂者への対応　・自死遺族への対応　が必要であるが十分にとりくめていない。

茨城県 潮来市
当該事業の担当が、出先の保健福祉センターなので、庁内の横断的な推進体制や総合計画等の計画に盛り込む事
は難しい。

茨城県 守谷市
評価が見えにくく継続する為の財源確保・人材の確保が課題である。いのちの大切さについて学校でもっと取り上げ
るように市として学校と協力していきたい。

茨城県 つくばみらい市 補助金がいつまで続くのか中長期的な予定を提示いただきたいと思います。事業の企画に重要だと思います。

茨城県 小美玉市
基金による財源の確保も重要ですが、各市町村へ指導者の派遣が必要かと思います。何を、どのように進めれば良
いか、分からないで、足踏み状態の自治体が、多いのが現状です。規模が小さな自治体になればなるほど、その傾
向は強いです。

茨城県 東海村 財源（基金）が未確定であること、使途に制限があることで、事業展開のしづらさがある。
茨城県 八千代町 財源がないため、国の補助がなくなると事業を実施できません。
栃木県 宇都宮市 自殺対策評価に関する情報の提供

栃木県 真岡市
自殺に対する、市民の意識は確実にかわりつつある。今後も継続して事業（自殺は防げるという）を続けていくべきだ
と思う。

栃木県 矢板市 関係機関との連携や遺族支援等は市レベルでは困難であり、管内や県の取組との連携が必要
栃木県 芳賀町 ・遺族支援の充実
栃木県 塩谷町 評価（事業）する指標が不明
群馬県 前橋市 関係機関との連携のあり方

群馬県 高崎市

・企画の根拠となる実態を把握する為には、マンパワーが不足している。現在は精神保健福祉の担当課が行っている
が、課題や望まれる業務量から考えても、専任のスタッフ、課が必要とも思う。・自殺対策推進のためのネットワーク会
議や連絡会議を行なうようになり、他部門間での連携、協力体制を強化していきたい。・自殺対策強化の基金なしに
事業を行なうことは困難である。
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群馬県 沼田市
自殺の起因となる「うつ病」に対する本人や周団の人の「気づき」を普及啓発し、未受診者が少なくなるよう取り組みた
い。

群馬県 みどり市 自殺の実態分析を踏まえたきめ細かな施策をいかに行っていくかが今後の課題です。

群馬県 明和町 ・事業企画・周知の難しさ・自殺や悩みの相談に来てもらっても、結局、県等へ本人が再び相談しなければならない

埼玉県 川口市 ・庁内での横断的な取り組み　・自殺を重点的に担当する職員の不在
埼玉県 所沢市 自殺対策連絡協議会の有機的な運営方法

埼玉県 鴻巣市
庁内推進委員会を設置し３年経過、自殺予防に関する啓発、普及事業を実施して参りましたが、今後、地域の自殺の
実態把握や、自殺対策の２次予防等に向けた事業の企画・立案に向け御指導いただける人材の派遣をいただける
サービスが必要と感じております。

埼玉県 上尾市 自殺対策事業の検証・評価については方法等がよくわかりません。

埼玉県 草加市
自殺対策に取り組むには、しっかりとした事業の系統づけが必要だと思われるが、担当者１名（保健業務兼務）の状
態では、その確立も難しい。

埼玉県 蓮田市 ライフリンクさんからいただいた市の自殺の詳細な統計資料が会議やゲートキーパー養成講座の際に役立った。

埼玉県 幸手市
自殺が身近なところで起こっているという現状と、対応や専門機関の相談先など、普及活動が必要である。また、市町
村と保健所が連携して、市民への啓発活動ができれば効果的である。

埼玉県 毛呂山町
実効ある対策をとる為に情報提供、職員研修地域での関係機関団体等のネットワーク作りに向けた環境整備などが
あると思いますがどこから取組むべきかよくわかりません

埼玉県 吉見町
保健センターでは地域の保健室として身近な相談機関である。もともと健康に関する一般的な相談の中で、様々に対
応している。自殺対策としての事業は他機関との特に福祉消費生活部署との連携が難しい。

埼玉県 皆野町 自殺対策の評価が難しい

千葉県 松戸市
・自殺総合対策大綱にかかげられている、職域や医療機関との連携、自殺未遂者とその家族及び自死遺族等、ハイ
リスク者への支援などを含めた対策の検討が必要と思われます。大きな課題のため、県とともに取り組みたい希望が
あります。

千葉県 成田市

成田市は自殺対策の一環として、「気軽に声をかけ合えるまちづくり」を目標に、住民によるこころの健康づくりの普及
活動を実施している。方法としては人間関係の中から発生する感動が笑いに繋がるとして、笑いプロデューサーを養
成してその考えを普及している。即効性はないが住民と共にじっくり取り組む事で自殺予防にも繋がっていくのではな
いかと考えている。

千葉県 東金市
・保健部門で、自殺対策を行っているので、健康日本２１の市町村版“こころの健康”をテーマにしぼって対策をしてい
る。

千葉県 君津市
担当課では、すでに障害を抱えている方の対応が主であり、不特定多数の家族、市民に向けたアプローチの機会
が、今、現在の事業の中ではない。

千葉県 四街道市
今後総合計画、基本計画等に自殺対策を位置付けていく予定であるが、自殺者数の減少という数字だけの評価を求
められると厳しい。どのような視点で評価していくか（例えばゲートキーパー研修の開催、受講者数等）評価の視点を
国として出してほしい。

千葉県 白井市 ・政府広告などで啓発をして頂きたい。
千葉県 御宿町 自殺対策を検討する側や対応する専門職のメンタルヘルス等のフォロー体制など。

東京都 千代田区
区内における自殺者の絶対数が少ないせいか庁内の組織によっても関心の強さに差異が見うけられるため、認識の
共通化を図る必要がある。

東京都 港区
・ＣＭなどマスコミを通じた自殺予防のＰＲの充実（「お父さん眠れてる？」は人々に受け入れやすかったと思います。）
・講演会や講習会などの事業を企画する際に必要な情報

東京都 新宿区 若年層への自殺対策の実施　内科医と精神科医の連携強化
東京都 墨田区 関係者以外は自殺に対する理解が十分とはいえない。

東京都 荒川区
１．自殺未遂者支援事業については日本医科大学と連携して実施してきたが、今後は区内の大学病院や医師会との
連携をすすめる必要がある。２．若者支援、就労支援については他部署、民間団体との連携を図る。３．児童・生徒を
対象にしたライフスキル教育を検討するためには、教育委員会との調整・連携が課題である。

東京都 練馬区
・自殺未遂者、自殺者の家族はハイリスク者であるが把握しにくい。・自殺未遂者を援助する場合のつなげる社会資
源について（社会的な対応能力が高い場合、デイケア、作業所はなじみにくい。・ゲートキーパーの活用方法。

東京都 立川市 ・庁内担当部署の明確化・人材育成

東京都 武蔵野市
・基金継続の保障が得られなくなると、財源確保が困難となり、事業が低迷する恐れ。・強化月間に都が実施している
相談会の市町村主体実施について、効率的な実施のためには二次医療圏程度の取組み規模が必要。

東京都 青梅市 市はゲートキーパー養成などのネットワークを整備しているので強化基金の継続をお願いしたい。

東京都 府中市
他機関との連携：自殺企図者の把握をした機関（病院など）からの情報をもらう等の連携が今後の課題になると思いま
す。

東京都 調布市 庁内の横断的な部所にかかわることなので、トップダウンでないと組織的には動けない。
東京都 町田市 地域自殺対策緊急強化基金の継続

東京都 福生市
福生市では、健康づくり推進員とともに心の健康づくりを考えているが、市民（推進員）にとってはどうしてもゲートキー
パーのハードルが高く、なかなか受け入れてもらえない。

東京都 西東京市
庁内検討会は立ちあがったが、参加部署それぞれが対応の主体を担っているという認識までには至っておらず全庁
的な取組みとはいいがたい実状である。２４年度までは基金があったため、研修開催なども可能だったが、今後は予
算の確保も厳しいため、長期的な取組みは未定である

東京都 新島村 ・島では、広報「都よびかけ」年２回　・ポスター、チラシ等を各支所は配布。

神奈川県 厚木市
・自殺対策に関する法律・大綱の内容が抽象的であり、庁内・庁外からの協力が得られにくい。・県、市町村の役割分
担が明確でない。・自殺対策に関わる人員が不足している。

神奈川県 開成町
開成町は小さな町ですので、町民の皆さんが１人でも多く、町が行っている自殺対策に関心をもってもらいたいと思い
ます。

新潟県 三条市
自殺の実態把握と普及啓発の推進が課題であるが、市町村で行えることは限られている。県がリーダーシップをとり、
広域的な取組を進めてもらいたい。

新潟県 柏崎市
医療連携が促進されることを希望します。かかりつけの開業医等の自殺予防に関する意識と行動には、まだ改善の余
地があると感じており、精神科受診への背をおす責任を医師を含めて担い、包括的支援を推進する必要があると考え
ます。

新潟県 小千谷市
・効果的な取り組み実施にむけた、自殺対策連絡協議会での関係機関・団体の意思統一や運営が今後の課題。（現
在の自殺対策連絡協議会では、情報共有や保健事業に対する意見をもらう場になっている）

新潟県 糸魚川市
小さな規模の市町村が、継続的に事業に取り組むために、今後も財源確保が出来るよう、引き続き国・県の支援と補
助金事業の継続をのぞみます。

新潟県 阿賀野市
・経済対策、就労環境改善等が重要である。・自殺未遂者の継続した支援と、自殺予防の為に早期治療が出来るよう
医療機関との円滑した連携が必要。

新潟県 南魚沼市
若者～働き盛りの年代の男性の死亡が多いことが課題です。就業、無職等様々な人がいますが、実態がつかみにく
く、アプローチがしづらいため、その世代に効果的にアプローチするための仕組みづくりが必要だと思います。
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新潟県 関川村 遺族ケア、または未遂者への対応・体制の底上げ。効果的な聞き取りスケールの周知と活用。ひきこもり者への対策

新潟県 湯沢町
働き盛り世代（壮年期男性）の自殺率の高さは国レベルでの取り組みを推進してほしい。（失業者減など雇用状況の
改善、過重労働・勤務体制など労働環境の改善等）

新潟県 津南町
・自殺された方の家族に聞いても自殺の原因がはっきりしない　・自殺の原因がはっきりしないため、具体的な支援方
法の方向性が定まらない　・遺された家族への支援

富山県 魚津市 事業評価が難しい。
石川県 かほく市 基金事業の継続がないと自殺者数をへらすことは困難であると考える（人材確保等）
福井県 あわら市 地域自殺対策緊急強化基金の継続を希望します。

福井県 越前市
庁内の相談窓口で把握した自殺企図者については関係課でケース検討会を実施し対応しているが自殺未遂者自死
遺族については個人情報の保護から、関係部署から情報が入らず対応ができない状況にある

山梨県 大月市 庁内全体での気運が高まりにくい。

山梨県 身延町
国民一人ひとりの気づきと見守りを促すことを目的に推進しています。テレビ新聞を利用しての周知が、効果的だと常
に感じております。

長野県 小諸市 自殺対策に有効な情報（事例等）の提供
長野県 佐久穂町 自殺対策緊急強化基金の継続。

長野県 駒ヶ根市
・自殺の原因や経過等、個別のことが不明なため、実情に合った対策が立てにくい。・企業や医療機関との連携の重
要性を感じるが難かしい。

長野県 阿智村
年間の自殺者が２～３人ありますが、きちんとした事業ができていない現状です。他の事業におわれ、優先順位が低
くなってしまうことが課題です。

長野県 大町市 ・自殺の実態把握が難しい・事業の検証・評価が難しい。
長野県 信濃町 基金終了後、町独自で財源を確保し、事業を継続していく事が、今後の課題である。

長野県 野沢温泉村
・精神科医療の体制整備（医師数、地域の医療機関の少なさ）　・心の健康、うつ病についての啓発、地域の気づき
へのとりくみ　・社会的な社会保償（失業、医療費等）　・スクールカウンセラーの人材確保

岐阜県 岐阜市 不特定の住民を対象としており、検証・評価がしにくい。

岐阜県 瑞穂市
自殺対策事業における評価が難しい点を挙げました。自殺者の減少は然る事ながら心の健康が土台にあってこそ自
殺者の減少へと繋ってくるものと思われます。短期だけではなく中長期の視点も含めた計画が必要であると感じます。

岐阜県 大垣市 他市町がどんな取組をしているのか、知りたい。講演会など企画する時の講師についての情報。
岐阜県 神戸町 自殺者に関する情報が担当には入らない。

岐阜県 関市
自殺の要因は、複数のものが複雑に絡みあっていることが多いため、様々な問題に対応できるよう相談窓口の充実、
見守り・支援ができる人材の育成、関係機関との連携をすすめていくことが課題と感じています。

岐阜県 郡上市 高齢化が進す市です。６５才以上の自殺者は６割をこえてます。高齢者対策が課題です。
岐阜県 七宗町 小さな地域なため、個人のプライバシーを守りながら、対策に取り組むことにむつかしさを感じます。
岐阜県 多治見市 ・自殺の原因など問題点が自治体で把握しにくい　・世間の自殺に対する考え方が閉鎖的

静岡県 東伊豆町
まだまだ、こころの病に対する偏見が強くうつはだれでもかかる可能性ありと考えていても、自分自身がかかるとは
思っていない。気合でなんとかなると考えてる人が多いように思います。

静岡県 南伊豆町
・住民一人ひとりの気づきと見守りを促したり、ゲートキーパーを養成したりと自殺予防に取り組んでいるが、遺された
人への支援は関わりが難しいと感じる。・役場内での情報共有はもちろん、他機関とのつながりや住民に身近な存在
である民生委員等とのつながりは自殺対策においてとても重要だと感じている。

静岡県 牧之原市 ・市単独では、自殺の実態解明は困難である。・精神科医が少ない状況で、予防対策をすすめにくい状況にある。

静岡県 湖西市

市民が生活している中でさまざまな困難に遭遇した時に担当者が、単独で支援するのは問題解決へのアドバイス内
容に限界があり負担も大きい。抱え込んだり、放置するのではなく必要な相談窓口にきちんとつなげることで、困窮し
ている市民が適切な支援を受けられたり、対応方法を知ることで追い込まれてしまう人が減るのではないか。今すぐに
でも死のうと考えている人への対応も大切だが、まずそこまで追い込まれないようにする対策を市として考え市民に提
案、提供していくことが必要ではないか。

愛知県 瀬戸市
自殺対策事業を行なってもそれが実際に自殺予防につながっているのか評価がしづらいため、事業計画の立案が難
しい。

愛知県 豊田市 啓発活動のあり方について。

愛知県 清須市
・ゲートキーパー養成講座で「役割は分かったが、うまく活動できない」という意見が多数きかれた。・内容が重くて万
人向けではないため、浸透しにくい。対応も困難でゆきづまることも多い。継続が大事。・自死家族への対応・自殺と
環境との関係についての資料収集（日照、河川、鉄道、コミュニティー等）

愛知県 蟹江町
ゲートキーパー養成研修を実施することにより、必要性と理解は深まりつつあるが、まだ不十分である。次の段階とし
て、実際に対応した人のケアやチームとしての理解、上司の理解等、各立場での相互の理解を含む研修が必要とな
ると考えます。その点も含む継続的な研修企画の情報をお願いします。

愛知県 南知多町
いろいろな事業が、市町村主体となり、財政的にも市町への負担が大きいのか、基金による財源１００％の負担が、
あったため、財政力の低い当町でも事業の展開をすることができた。効果のある事業を計画していきたいので、基金
の財源確保をお願いします。

愛知県 設楽町
高齢化比率４０％を起え、山間過疎地域の町においては、住民の孤立を防ぐため、地域のつながりを強化すること、
ストレス予防、軽減のため、セルフケアができるよう、組織、団体等と連携し、普及啓発を行っていきます。

三重県 紀宝町 様々な分野の関係機関・団体との連携

滋賀県 大津市
今後も自殺対策の継続実施が必要と考えており、地域自殺対策緊急強化基金の継続や研修会の実施など、国の支
援をお願いしたい。

滋賀県 草津市
これまで地域自殺対策緊急強化基金での啓発、人材育成事業が主となっており、自殺対策行動計画策定ができて
いなかったが、平成２５年度内には策定する予定である。

滋賀県 甲賀市 自死遺族支援についての方法

滋賀県 湖南市
庁内の推進体制を整えていくのは、これから…と感じている。推進体制を整えていく上で、いろいろと課題はあるが、
他自治体の課題や困難度等の情報がよりオープンになるとありがたいと思う。

滋賀県 竜王町
財源と法的整備が、セットでおこなわれてこの事業が推進できた。マスコミの影響力も効果があったので、これは継続
して欲しい。

京都府 福知山市 自殺対策をすすめるにあたっての、緊急強化基金の継続

京都府 京丹後市
現在、自殺のない社会づくり市区町村会（参画自治体２３７）の事務局を担当しています。先進事例の紹介、各自治体
の施策の情報交換などを行うとともに民間団体との連携も取り組んでいますが、会の運営に係る経費を国から支援し
ていただきたく要望します。

大阪府 豊中市 地域自殺対策緊急強化基金終了後の事業運営のあり方について、検討していく必要がある。（予算、所管部局、等）

大阪府 守口市 対面相談を実施している上でその後のフォローをふくめ今後も庁内の関係部所との関係強化をはかる

大阪府 四條畷市
現在、各関係機関と一定の連携を行い、対象者の把握に努めているが、対象者の把握が難しく、個別具体的な援助
につなげにくい。
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大阪府 東大阪市

市民対象に講演会や研修会をしていて思うのは、興味を持ってくれる人は参加しても興味を持たない人は参加しない
ということ。この参加しない人を、どう取組みに近づけていくかを考えたとき、市町村単位での働きかけも当然必要だ
が、国民一人ひとりにこころの健康づくり及び気づきを見守りを促す上で、もっと国民全体が意識変革を起こせるよう
な運動を国レベルでも展開していただき、社会的な取組みとして進めてほしい。

大阪府 八尾市 ・基金の終了により、事業の展開が市のもちだしになるため、財源の確保が厳しい現状にある。

大阪府 富田林市
本市では自殺対策連絡会議を立ち上げたばかりで現段階では課題抽出・事業企画等において、具体化できていな
いこと、強化すべき事業の優先判断にも悩む。

大阪府 太子町
町村においては自殺者数自体が少なく、総合計画の中で大きく位置づけるのには優先順位が高くない。現段階では
自殺予防について啓発していき、意識づけしていく。

大阪府 河南町 庁内及び地域の関係機関、医療機関等との連携
大阪府 河内長野市 庁内関係部署との連携があまり進まない。取り組みに対する温度差が大きい。
大阪府 和泉市 自殺対策従事者への心のケア　民間団体との連携　自殺のハイリスク者層の把握
大阪府 岸和田市 専従できる担当者がいないこと、及び庁内や関係機関の自殺対策に関する意識。
兵庫県 加古川市 ・自殺対策推進体制の拡充　・地域自殺対策強化基金終了を見据えた事業展開について

兵庫県 明石市
・人材養成のための研修会を企画する際、指導者（講師、アドバイザー）の確保に労力を要します。指導者に関する
情報提供や人材の育成をお願いいたします。・市単独財源での自殺対策推進には限界があります。平成２７年度以
降も何らかの形で、市への補助金の継続をお願いいたします。

兵庫県 姫路市 基金がなくなる（２５年度は減額）上での予算確保。事業自体の評価が行いにくい。

兵庫県 神河町
小規模の自治体では、町単独でのとりくみむずかしい。職員が専任ではないこともあるが、財政厳しい状況で、町全
体の重点施策にすることがむずかしい。

兵庫県 豊岡市 ハイリスク層へのアプローチ方法　事業実施の評価指標　各関係機関との情報の共有や連携方法

兵庫県 淡路市
・心の問題は、目に見えないので、予防対策の評価がしにくい・自殺予防の即対策として自殺未遂者の情報が入らな
い（個人情報保護の関係のため）

奈良県 奈良市 ・庁内の相談窓口職員に、自殺対策の継続的な意識づけを行えておらず、庁内の連携体制が構築できていない。

奈良県 下市町
Ｈ２４・２５年度と県の補助金を受け、「こころの健康相談」を開催しており、年々相談者が増加しており、今後とも継続
して助成下さるようお願いします。

奈良県 天川村
担当者のスキルがないので、課題ばかりが思い浮かびますが…○重要な課題であるとの認識が担当課にはあるが、
事業評価が難しく、他課等への説得力に欠ける。○社会問題としての取り組みが必要であるが、その手立てが明確で
ない。担当課も迷いながら事業を展開せざるをえない。

奈良県 野迫川村

地域（村）全体に精神疾患にたいする偏見が根強く残っている以上に小規模村のため対象者の状況に周囲の人が
気づき、プライバシーが守りにくい状況がある。そのため、対策推進体制を作る以前に庁内及び住民の人材養成が欠
かせない。また、専門職も少なく、精神科の医療機関まで遠いため、村内チームと連携した継続的な取組を進めること
が困難である。

奈良県 十津川村
自殺対策についてもゲートキーパー養成事業の検討・企画を行ったが、講師と日程が合わず、断念することになっ
た。自殺対策を行っている講師の情報提供をして下さるとありがたいです。

和歌山県 和歌山市 精神保健福祉センターとの情報共有　市町村における、調査・分析、計画立案技量の向上
鳥取県 米子市 自殺対策事業の検証・評価のあり方について課題となっている。
鳥取県 八頭町 対策事業の検証・評価が困難である

鳥取県 日南町

・病気（うつ病など）で退職後、働くところが町内にほとんどない（資格がなくてもかんたんに働けるところが少ない）（以
前は工場、ほうせいなどがありよかったのですが・・・）病気と経済の問題が大きい。・少し生活のしずらさをもった人が
働けるところが少ない。親の年金等で何とか生活しておられる。山などがあり生保がもらえないギリギリの生活の人の
支援。発達障害傾向の若者の支援が必要。

島根県 奥出雲町
・自殺未遂者の把握が困難　・庁内の横断的な自殺対策推進体制整備・民間団体との連携強化　・人口が少ないた
め個人が特定されやすく対策が進めにくい部分がある

岡山県 倉敷市
自殺対策を効果的に展開していく為に、市町村レベルではなく、県レベルで広域的な対策を実施していくことが望ま
れる。市町村エリア毎の自殺者の現状を分析できるソフトをライフリンクが作成されているが、一般公開ではなく、意識
の高い自治体が活用している感がある。市町村で活用しやすいデータ管理システムの開発・一般公開が望まれる。

岡山県 津山市
働き盛りの青壮年層をターゲットとして、雇用労働センターを通じて中小企業へのＰＲや小中高ＰＴＡへの働きかけな
ど試みている。企業のトップを動かすには、他部門との連携や県との協力は不可欠と思われる。

岡山県 総社市
人数体制が他業務を多く持った上での1人の担当であるため、取り組みの必要性は実感しておりますが、対応が進ん
でおりません。又、地域自殺対策緊急強化基金がなくなった後の事業実施が懸念されます。

岡山県 赤磐市
ストレス社会はどの世代にもいえることで実感としてもあるが、基金等“自殺対策”という所までは至らず母子対策や成
人病対策の１つとしてのとり組みや支援にとどまっている状況。

広島県 呉市
基金による自殺対策事業の強化により、徐々に、成果として自殺死亡率の減少が見られている。しかし、一般財源と
なってからの事業継続が困難となることが予想され、自殺死亡率の減少維持をどう図るかが課題である。

広島県 尾道市
事業効果が見えにくく評価しにくい取りくみであるが、他県、他市町で実施し効果が高いと考えられているものを検討
し、取り入れていきたい。

広島県 福山市 基金の継続を希望する。

広島県 東広島市
県保健所管内の地域保健対策推進協議会においても、自殺対策に取り組んでいる（未遂者支援・医療機関との連携
推進等）市としては、市民への啓発、人材育成に取り組む予定であり役割を分担しつつ連携していく方針である。

広島県 熊野町
地域における地道な取り組みを根強く実施していく必要性がある。今後とも、情報提供などあらゆる支援を引き続きお
願いしたい。

広島県 大崎上島町 課題：遺された人への支援

広島県 世羅町
町内に精神科医療機関がない。そのため町外への受診となるが、病院までの公共交通機関もなく状態が落ちつくと
治療が中断する危険性が高い。町内に自殺対策推進本部や連絡協議会は設置しておらず、推進体制ができていな
い。

山口県 宇部市 ゲートキーパーの活用方法　自殺対策の推進に関する行動計画

山口県 平生町
自殺対策推進本部等の設置の必要性について庁内に対して問題提起していくことが大事であると思います。具体的
に取り組んでいる市町の事例を今後も情報提供して参考にしたいと考えています。

山口県 阿武町
働き盛り世代への働きかけが難しいため、職域等を活用した事業を行うようにしている。事業評価の方法についても
具体的な方法を知りたい。

徳島県 三好市 （課題）こころの健康づくりの推進中であるため、事業評価がまだおこなえていない。
香川県 東かがわ市 事業を企画する際の必要な情報

香川県 土庄町
自殺された方や未遂者への対策が十分でない状況です。特に遺された遺族や周囲の方々までの対策が実施できれ
ばと思いますが、仕事量からそれだけの専任がいません。

香川県 琴平町 メンタルヘルスサポーター等の人材育成後の活動の継続性と、サポーターへの支援等体制整備が難しい。
愛媛県 松山市 Ｈ２６年度末までに松山市自殺対策基本計画策定予定
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愛媛県 松前町
啓発活動等実施しているものの、はたして、本当に悩んでいる人のところまで届いているのか、効果が見えない。長期
で経過をみて、効果判定ができれば良いのだが基金が期間限定のため、自治体独自で継続して実施していく事業は
財源のこともあり限られてくると思う。まずは１人１人に周知し、こつこつとやっていくことかなと感じる。

高知県 安芸市

・自殺者を減少させていくためにはハイリスク者の早期発見が必要であり、そのためには救急医療機関との連携が必
要不可欠であるが、まだまだ病院と地域との連携体制や病院側での実態把握が整っていない現状にある。・私達市
の人口は１万９千人程でＨ２３年度の自殺者数は６人であり、充分な母数もなく、効果的な対策をしていくための単年
度での分析が充分でない現状にある。・遺された家族に対しての支援ができていない現状にあり、そのためのマンパ
ワーも不足している。上記３点についての具体的な手法を現場で求めています。

高知県 須崎市
・ねむれない、体がだるい食欲がないなどの身体の症状とうつ病などのこころの病いとの関連がまだまだ気づきにくい
現状にあります。まだまだ、うつ病の啓発は必要だと考えています

高知県 土佐清水市

年間約３万人が自殺している現状は、大きな社会問題です。社会問題は１つの事象を解決しても前進したとは言いが
たいものです。しかし、身近な問題として捉えてもらうことが大切なので、自分にできること、例えば、心が沈んでいる人
への何気ない声かけ、みんながあなたのことを気にかけていますよといったメッセージも大切と思います。隣人への思
いやりの心を育てていくこと。また、一方では、社会のあり方を変えていく必要があります。社会ではどの職業も必要な
のに賃金の格差、職業への偏見等様々な問題を抱えています。日本に生まれ育ち、生活して良かったと思える政策
が必要です。提言は難しい。

高知県 四万十市
・結果的にリスクを背負ってしまった人に対する支援よりも、それに至るまでに社会全体が課題として認識し役割を担
えるような施策が必要　・市町村レベルでは専問部署で展開することが人員配置からも難しい。

高知県 馬路村 精神疾患の方の地域生活の支え

高知県 四万十町
課題）部所や機関によって温度差がまちまち。又担当職員の移動によって引き継ぎも難しい事から、職員個人によっ
ても受取りがまちまち。関連機関一同が足並みを揃える事が難しいので、各職域での底上げの必要性を感じます。

福岡県 春日市 自死遺族会（民間、ＮＰＯ等）の情報をできる範囲で公開してほしい

福岡県 新宮町
講演会を実施し、アンケート回収をしたが、「ゲートキーパー」や「自殺対策強調月間」について、まだあまり知られて
いないので、周知強化が必要

福岡県 芦屋町 自殺対策連絡協議会の設置義務等なければ、すすんでいかないと思います

福岡県 水巻町
人口３万弱程度の町単位では取組みが難しい。保健所等の広域的に連携し取組が重複しないようにしていく必要が
あるが、補助金等の通知時期が予算時期と大幅にずれており、計画をたてずらい

福岡県 筑前町 精神保健福祉士がもっと地域で活動できる体制整備と、その職種の雇用を広げる活動が必要。精神科医

福岡県 糸田町
職員向けに自殺に関するアンケート調査を行ったが、「自殺はその人の意思であり、個人の自由である」という考えが
少なくなかった。町民向けの普及啓発も重要だが、職員の意識改革も併せて取り組んでいきたい。

福岡県 上毛町
当町は自死者０～１／年程度ですので、まだ積極的な取り組みはしていません。Ｈ２５年度は、全戸配布するパンフ
レット（自殺予防）を作成予定です。

佐賀県 佐賀市 ゲートキーパー養成に関するノウハウ等の情報

佐賀県 鹿島市
・自殺の実態を明らかにすると、いったところでは、毎月出される警察→県→市にくるデーターでは、年代や同居の有
無等は分かるが、原因などのデーターは空らんであったりするので、実態把握しにくい。・庁内であっても、自殺に対
する意識の温度差がある。必要性をうったえるにしても、実態把握がきちんとできていないので、訴えづらい。

長崎県 南島原市
自殺対策について障害担当で実施しているが一人でできる範囲ではないと感じている。市全体、市民全体で取り組
む必要性を感じているが、そこまでに至っていない。

長崎県 新上五島町 自殺対策事業（特に自死遺族支援に係る事業）を企画する際に必要な情報等
熊本県 玉名市 臨床心理士等の人材が確保できない。

熊本県 玉東町 一般の方への相談が少ないため、相談員は、別なかたちで消費者問題、（多重債務）とからめて実施すべきと考える

熊本県 阿蘇市

こころの相談日を市で開催した年もありますが、利用者は少く、現在は保健所の相談日をお知らせしています。相談
機関（専門機関）利用できる人はごく一部だと思われ、特に男性の自殺が多いので行き詰まった時の処理をする方法
や相談機関の紹介等が必要であると思います。家族や職場での「気ずき」の難しさ、「つなぎ、見守る」というステップ
の重要性を感じています。消費生活センターとの連携、福祉課や阿蘇保健所との連絡を行なっており、何らかのサイ
ンがあった人には対応しています。

熊本県 南阿蘇村
村内の自殺者のほとんどが、予測できなかった方（通院歴や相談歴のない方）である。そのため、広く住民に対する啓
発が、重要と考えます。

熊本県 西原村 庁内職員の意識高揚が必要と思い研修をと思っていましたが、実践できていません。
熊本県 美里町 専任職員の確保。保健を所管する部署との連携
熊本県 氷川町 自殺原因等の情報収集、現状の把握が十分でない。

熊本県 あさぎり町
当町では心の健康づくり部門が自殺対策も持っているが、原因が借金や介護等多岐にわたるため総務や福祉等の
連携が重要。自殺対策に関する通達は単一の部署だけでなく様々な部署への働きかけが必要だと思う。

宮崎県 小林市
自殺企画者や自殺者に関する情報の共有が個人情報保護の関係で難しい。関係機関が連携して対策に取り組める
ための情報管理のあり方が課題である。

宮崎県 三股町

自殺そのものの対策もたしかに重要ではあるが、やはり、雇用や住まいの場の安定、などの対策が効果をださないと
根本的な、解決には至らない…。既遂・未遂問わず、住む場所の確保は難しい。（精神疾患ということで不動産は敬
遠する。また親とも疎遠な関係の場合が多い）。横断的な対応にも限界があり、このような結果、事業効果は現れれに
くく、財政面の確保（金・人含め）は、より一層厳しくなってくる。

宮崎県 日之影町
本町は人口数が５，０００人未満と少ない状況であるため、自殺対策に特化した事業の実施というよりは、実精神保健
事業や健康づくり（ヘルスプローモーション）をより強化することを実務者会議等で共有し、事業を実施しています。

鹿児島県 鹿屋市 研修を実施していく上で、何をどのようにしていけば良いか、内容に苦慮する。
鹿児島県 出水市 庁内連絡会、他機関を含めた協議会等を設置し、地域全体で取り組む体制作り。
鹿児島県 垂水市 「自殺」という言葉が住民の会合等への参加をためらわせているのではないか、内容が重いと感じ取られる。

鹿児島県 南九州市
関係課、機関との横の連携（ネットワーク）を構築することが今後の課題。また、精神保健福祉を含め、自殺、心の健
康をタブー視する背景への働きかけも継続して必要と思われる。

鹿児島県 さつま町

対面型相談支援事業では、相談時間の調整、スタッフの調整が難しい。人材養成事業での連絡会については、活動
が具現化する中で、関係機関との調整が必要になる。ゲートキーパー養成后の活動の場の提供やスキルアップ研修
が必要。普及啓発活動にもあらゆる機会で活用するなど工夫が必要になる。自殺対策に特化せず、健康づくりとして
の活動からの位置づけとなる。

鹿児島県 喜界町 部署をこえた連携体制の構築

鹿児島県 伊仙町
特定健診時にＳＤＳスクリーニングを行い、そのフォローを行っていますが、未受診の方の中に該当する方がいたり
フォローしきれていない部分はあると思います。心の電話相談なども開設していますが中高校生などの性の相談など
が殆どになっています。
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沖縄県 那覇市

別添１参照　別添１【自殺対策課題】　当市の自殺者数は平成１８年から２２年をみると平成１９年以降８０人と横ばいで
ある。男女比率は３：１と男性に多い、性別年齢別の傾向をみると男性は３０～５０代の働き盛りに多く５５．４％と約半
数を占めている。自殺対策は多岐にわたるため、これといった対応策がなく、試行錯誤のなかすすめている状況であ
る。自殺に至る原因を市レベルでは把握が難しく、かつ個々に背景が違うので対策を立てにくい現状にある。市独自
に自殺対策基金を活用し、関連部署などと連携し事業を展開しているが、自殺対策として有効であったか評価が難し
い。平成25年4月から当市が中核市となり、保健所業務がスタートし、今年度は自殺に対する現状把握ができるように
なるため、有効な情報収集をし、課題が明確にできるように取り組むこと。

沖縄県 宜野湾市

現在、ゲートキーパー養成講座や窓口で対応する職員の研修、早期の心療内科受診を周知するなどの事業を実施
しているが、どういった施策が一番効果的なのか判断しづらく、手探りの状況であると思う。効果の上がった施策など
あれば情報提供いただきたい。また、担当職員がおらず、人員配置もままならない中の事業実施であるため、事業に
対する十分な検証が行えていないことも課題であると思う。

沖縄県 沖縄市
近年、若年層による自殺の報道が目立つことから、教育現場での自殺対策の取り組みを推進していくことが必要では
ないかと考えます。

沖縄県 嘉手納町 自殺対策事業の評価が難しい（指標の設定が難しい）。

沖縄県 北谷町
自殺予防対策については、保健と福祉、２つの課で取り組む事が大切だと考えるが、十分な連携がとれていない事が
課題だと考えています。

沖縄県 南大東村
平成２１年度の自殺対策事業を開始して以来、本村においては、自殺者はいない。しかし、病苦、経済苦等悩みを抱
えている住民が多いため、心の病気にならないために、講演会や専問医の相談→治療に結びつけるよう周知する。
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